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   障害・社会福祉課長  徳 留 真理子 

    主      幹  後 藤 里 美 

   高齢・介護福祉課長  仙 名 浩貴治 

   市民健康課長代理  福 壽 清 則 

    健康指導東部グループ長  常 盤 美 幸 

福 祉 課 長  坂 元 安 夫 

子 育 て 支 援 課 長  吉 川 真 一 
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○審査事件等 

審 査 事 件 等 所 管 課 

議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

障害・社会福祉課 

議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市一般会計予算 

議案第５０号 平成２６年度薩摩川内市介護保険事業特別会計予算 

（所管事務調査） 

高齢・介護福祉課 

（市民健康課） 

議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

福 祉 課 

議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市一般会計予算 

（所管事務調査） 

子 育 て 支 援 課 

 

乳幼児医療費・重度心身障害者医療費等助成の現物給付方式の実現を求める意見書の提出に

ついて 
－ 

───────────────────────────────────────── 
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△開  会 

○委員長（江口是彦）ただいまからきのうに引

き続き市民福祉委員会を開会いたします。 

 本日は、審査日程の障害・社会福祉課から審査

を行います。 

 ここで、傍聴の取り扱いについて申し上げます。

現在のところ傍聴の申し出はありませんが、会議

の途中で傍聴の申し出がある場合は委員長におい

て随時許可します。 

────────────── 

△障害・社会福祉課の審査 

○委員長（江口是彦）それでは、障害・社会福

祉課の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（江口是彦）審査を一時中止しており

ました議案第３７号平成２６年度薩摩川内市一般

会計予算を議題とします。 

 まず、部長に概要説明を求めます。 

○市民福祉部長（春田修一）皆さんおはようご

ざいます。それでは、障害・社会福祉課の当初予

算の概要について、これもきのうと同じく本編の

資料で御説明させていただきたいと思います。 

 障害・社会福祉課につきましては、昨年度に引

き続き障害自立支援給付費が約８,０００万円の増

という形になっておりまして、年々扶助費がふえ

てきている状況があるところでございます。 

 新規事業としましては、２ページの下から２行

目になりますが、臨時福祉給付金給付事業が３億

８,１００万円計上させていただいております。こ

れらを含めまして課全体では前年度比約４億

５,６００万円の増となっているところでございま

す。 

 なお、この臨時福祉給付金給付事業つきまして

は、消費税の引き上げに際しまして低所得者に対

する適切な配慮を行うため、暫定的、臨時的な措

置として給付措置を行うものでございます。これ

につきましては、全額国庫負担となるところでご

ざいます。 

 ただ、きのうも若干触れさせていただきました

が、平成２６年度の税が確定しますのが５月末で

ございまして、現在当初予算に計上させていただ

いております分については、平成２５年度の課税

状況等から推計した数字でございまして、この分

については今後、５月を待って電算等で抽出する

わけでございますが、そのときの状況によっては

補正ということも考えられるということはお含み

おきいただければありがたいなというふうに考え

ております。 

 以上、簡単ではございますが、障害・社会福祉

課の当初予算の概要の説明を終わらせていただき

ますが、予算の内容等につきましては、この後、

課長のほうが詳細に御説明をさせていただきたい

と思います。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）引き続き当局に補足説明

を求めます。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）障害・

社会福祉課でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

それでは、歳出予算について御説明申し上げま

す。 

 予算調書の１３１ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費の社会福祉管理運

営費は、社会福祉事務及び地域福祉推進事業に係

る経費で、事業費は３億８,３７２万６,０００円

です。 

 主なものは社会福祉事務嘱託員など、２９８人

の報酬、支所の職員など２３人分の給与費、社会

福祉協議会運営補助金等でございます。 

 次に、予算調書、同じく１３１ページ下の段、

社会福祉施設管理費９８万９,０００円は、社会福

祉施設の維持管理に係る経費でございます。 

 次のページをお開きください。 

 臨時福祉給付金給付事業費３億８,１２５万

２,０００円は、消費税率引き上げに伴う低所得者

への暫定的、臨時的な措置としての臨時福祉給付

金に係る経費でございます。 

 市民福祉委員会資料の２０ページをお開きくだ

さい。 

 趣旨等につきましては、先ほど部長が御説明し

たとおりでございますが、給付対象者は基準日、

平成２６年１月１日において、住民基本台帳に記

録されている方で、市町村民税均等割が課税され

ていない方となります。 

 また、その方が市町村民税均等割を課税されて

いる方の扶養親族となっている場合や、生活保護
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制度の被保護者となっている場合などは、給付の

対象外となります。 

 給付金額は１人当たり１万円。老齢基礎年金、

障害基礎年金や児童扶養手当の受給者等につきま

しては、１人につき５,０００円が加算されます。

支給対象者数はおおむね２万６,０００人に、その

うち加算支給対象者は１万８,０００人を見込んで

いるところでございます。 

 今後のスケジュールでございますが、平成

２６年度市民税が確定後、均等割非課税者を抽出

し、該当すると思われる世帯に、できるだけ早期

に申請書を送付したいと考えております。 

 申請を受けてから、審査、支給決定等の手続に

入ることになりますので、この事業につきまして

の周知に努めるとともに、速やかに支給できるよ

う鋭意事務を進めてまいりたいというふうに考え

ております。 

 次に、同じく１３２ページ下の段、３款１項

２目身体障害者等福祉費の一般障害者自立支援事

業費７,７４８万２,０００円は、障害者団体への

運営費助成、障害者施設の維持管理、福祉タク

シー等利用料の助成等に係る経費で、主なものは

職員７人分の給与費、サン・アビリティーズ川内

の指定管理料、身体障害者福祉協議会運営補助金、

福祉タクシーと利用料助成でございます。 

 次に、１３３ページです。 

 障害者（児）自立支援事業費２１億４,３５２万

９,０００円は、障害福祉サービス及び障害福祉

サービス利用料助成等に係る経費で、主なものは

障害認定訪問調査相談業務嘱託員３人、育成医療

嘱託医等の報酬、介護給付費、自立支援医療費等

補助事業扶助費でございます。 

 同じく１３３ページ下の段、重度心身障害者医

療費助成事業費２億６,７３２万６,０００円は、

重度の心身障害者の医療費助成及び医療費助成申

請書回収業務委託に係る経費で行政事務嘱託員

（Ⅱ種）３人の報酬、医療費助成費が主なもので

ございます。 

 次に、１３４ページをお開きください。 

 特別障害者手当等給付事業費４,７１５万

９,０００円は、特別障害者手当等の給付に係る経

費で、嘱託員二人の報酬及び特別障害者手当等給

付に要する経費でございます。 

 同じく１３４ページ下の段、地域生活支援事業

費１億７,７０５万１,０００円は、市町村事業と

して実施する地域生活支援事業に係る経費で、主

なものは手話通訳業務嘱託員の報酬、地域活動支

援センター事業及び相談支援事業業務委託等の委

託料、ふれあい障害者福祉大会運営補助金、日常

生活用具等給付費等補助事業扶助費が主なもので

ございます。 

 次に、１３５ページ上の段、障害児通所支援事

業費１億４,０９５万１,０００円は未就学児の児

童発達支援事業及び放課後等デイサービス事業並

びに利用料助成に係る経費で、子ども発達支援セ

ンター「つくし園」の指定管理料及び放課後等デ

イサービス事業に係る補助事業扶助費が主なもの

でございます。 

 同じく１３５ページ下の段、小児慢性特定疾患

児日常生活用具給付事業費６４万８,０００円は、

小児慢性特定疾患児に対する日常生活用具給付及

び軽度・中程度難聴児補聴器助成事業に係る経費

でございます。 

 次のページ、１３６ページです。 

 ３款１項３目地方改善対策費の隣保館管理運営

費４,０６９万３,０００円は、隣保館の管理運営

に係る経費で、隣保館長など嘱託員６人の報酬、

職員１人の給与費、冷水会館屋上防水工事費、人

権啓発等連絡協議会運営補助金が主なものでござ

います。 

 同じく１３６ページ下の段、３款５項１目災害

救助費１,３５０万６,０００円は、局地災害救助

及び災害救助法適用による自然災害等罹災者への

援助事務等に係る経費で、災害弔慰金と扶助費が

主なものでございます。 

 続きまして、一般会計の歳入について主なもの

を御説明いたします。 

 予算調書の２７ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金１１億６,００４万

３,０００円は、障害者自立支援給付費等負担金、

児童発達支援センター給付費負担金等でございま

す。 

 次に、１５款２項２目民生費補助金４億

１,０９６万３,０００円は、臨時福祉給付金給付

事業費補助金などでございます。 

 次のページ、１６款１項１目民生費負担金５億

６,１７１万３,０００円は、障害者自立支援給付

費等負担金、児童発達支援センター給付費負担金
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等でございます。 

 次に、１６款２項２目民生費補助金１億

６,４３３万４,０００円は、重度心身障害者医療

費助成事業費補助金、隣保館運営事業補助金等と

なっております。 

 次に、１９款１項３目罹災救助基金繰入金

１,０８５万５,０００円は、災害救助費として災

害罹災援護措置要綱に基づく救助を行うため、必

要経費分を取り崩し繰り入れるものでございます。 

 以上で、説明を終わります。よろしく御審議賜

りますようお願いいたします。 

○委員長（江口是彦）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（中島由美子）２点あります。障害者医

療費助成申請書回収業務委託というのがあるんで

すが、これを県はなかなか厳しいものがあるんで

すけども、現物給付というのができるようになっ

たとしたら、やはり困るものなのかどうかちょっ

とお尋ねします。 

 それが１点と、もう１点は軽度・中程度難聴児

補聴器助成が、県が全部出してくれると思ってい

るんですが、昨年度の実績となかなか軽度・中度

を見つけるのは難しいというお答えを前いただい

たことがあったんですが、どのような形で広報と

かされているのか、その２点お尋ねします。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）まず、

重心の医療費の申請書の回収につきましてでござ

いますが、回収事業を委託しております。これ、

障害者の就労支援施設の方々にお願いをすること

によりまして、障害者の方々の賃金向上に役立て

ているものでございます。もしこれが現物給付に

なりましたら、申請書を回収するという作業は当

然なくなりますので、その視点から申し上げます

と、障害の方にとっては反対にいいことではない

かなと。 

 申請書を以前は窓口に持ってきていただかない

と助成ってできなかったんですけれども、それを

身体に障害のある方が窓口までまた来られるのは

大変なことだろうということで、病院に行かれた

ら病院にそのまま申請書を置かれたら、それを障

害者団体の方が回収に行かれて、市に届けるとい

う今制度を設けております。 

 そのことで、回収作業を委託しておりますので、

その分が賃金のアップに、障害のある方の賃金ア

ップにも貢献はしている事業でございまして、私

どもといたしましては、これはこれで残してあげ

たいなという思いもありまして複雑でございます。 

○委員長（江口是彦）もう１点。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）もう一

つ目の軽度・中程度の難聴児の件につきましては、

実際は実績は昨年度はもう１件もなかったところ

でございます。 

 実際が、これは障害の程度にかからない方とい

うことになります。障害者手帳は持たない方とな

りますので、事業者は当然もう知っております。 

 補聴器等を扱う事業所の方はもう全て御存じで

ございますので、そういう申し出がありましたら、

申請が上がって相談等あって、１件上がってくる

かなというふうに思いはあったんですけども、実

際は上がってまいりませんでした。障害が重くな

りますと、障害手帳のもう該当者になりますので、

また別の支援ができているところでございます。 

○委員（中島由美子）補聴器については、こう

やって予算をつけてあるので、また助かる方もい

らっしゃると思いますので、しっかりまたあった

ときはお願いしたいと思います。 

 この回収業務は、今回ちょっと意見書を出した

いなという考えを持っているものですから、その

現物給付ということに対してはどのようにお考え

ですか。 

○市民福祉部長（春田修一）現物給付の関係で

ちょっと御説明させていただきますが、対象とな

られる方のことを考えればこの分については非常

に、お金がなくてもというんですが、非常に生活

に困っている際にどうしても病院にかからないと

いけないということを考えると、非常に重要な施

策だろうというようなふうに考えています。 

 そういうこともございまして、市長会のほうで

も共通事項という形で、乳幼児の分については要

望を上げているところでございます。 

 そして、全国の知事会のほうでも今度はまた別、

国の、国保会計の国の療養費等の負担金の部分が

あるんですが、その分について減額措置があると

いうようなこと等から、その制度の撤廃をしてく

れというような形で上げているところです。です

から、この二つが成就しますと市としては必要な

制度ではないのかなというふうに考えております。 
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 ただ、簡単に申しますと先ほどいった療養費の

国保負担金減額調整という部分については、これ

は交付額の算定に関する省令というのがございま

す。その省令の中で、きちんとゼロ負担にする場

合とか、そういう細かく規定をしておりまして、

その部分で現物給付をすることによって、また対

象年齢とかそういうこと、３割の方あるいは２割

の方によって減額をするような部分が規制されて

おります。 

 これはなぜかといいますと、国の考え方なんで

すが、無料化することによって医療給付費が伸び

るというような考え方を持っていらっしゃいまし

て、その関係で省令できちんとその分については

見ていると。ちなみに、ゼロとした場合の未就学

児までしてしまうと０.８６１１という係数を持っ

ております。ですから、約１４％の減額をします

よというような話。小学校以降になると、

０.８２７になるということで１６％程度の減額を

しますというような制度を設けているところでご

ざいます。 

 これは、２割の未就学、児童の未就学の２割の

方の例ですので、３割の方とか高齢の方あるいは

一般の世帯、被保険者の方によってまたこの数値

が変わってまいります。 

 それともう一つが県の考え方なんですけど、市

長会で要望しているのは今県のほうの取り扱いと

して、１５日の委員会の中でも出ていたんですが、

県としては現物給付に対する考え方を現時点では

持っていないというような考え方を持っています。 

 そういうようなことで、今県が乳幼児と重心と

ひとり親について２分の１の県単補助をしており

ます。この対象者が医療機関に支払った一部負担

金と。医療機関に支払った一部負担金を助成した

場合について、助成しますよというようなこと等

でしておりまして、平成２５年度の当初予算、平

成２６年度もほとんど一緒なんですが、総額で

４億を超えておりまして、そのうちの２分の１と

しますと約２億円程度の県補助があるところでご

ざいます。本市の場合は。 

 ですので、この財源をどうするかという問題等

も出てくるということと、もう一つは、今は乳幼

児の中でも国保連合会のほうに審査の振り分け関

係の委託をかけているんですが、その事務経費等

が１,７００万円程度出しておりますので、これが

障害者とかひとり親とかいうふうに拡大されます

とその委託といいますか、その審査の係る手数料

というのも当然出てまいります。 

 ですから、私どもとしては何度もいいますが、

県のほうに市長会として要望を上げているのは、

この国の制度、それと県が二つの制度を撤廃して

もらえば私どもは現物給付に入れるというような

思いもございまして、県のほうに要望をかけてい

るというのが現実でございます。 

 ですから、県がこの前の委員会の中ではなかな

か厳しい回答をしておりましたので、県がそこを

かえないことには本市の場合２億円程度の一財持

ち出しをせざるを得ないという現実が目の前に来

ているということは御理解いただきたいと思いま

す。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑はありませ

んか。 

○委員（井上勝博）先ほどの障害者の医療費の

助成の制度ですけども、これについて私の母も

２級障害ですが、長い間その制度があることを知

らなかったために、ずっと払っていたと。途中で

そのことがわかって、それ以降は還付を受けるよ

うになったわけですけれども。障害者全体として

見ればやっぱり１回支払わなきゃいけないという

ことがありますので、しかも手続的にはやはり支

所のほうに申請書をもらいに行って、お医者さん

の持っていってというふうなことをやっています

よね。 

 だからそういうことを考えていくと、障害者全

体として見ればそのほうが、窓口給付のほうがあ

りがたいというふうに思うんですね。確かに団体

としては、そういう仕事になっているということ

なんだけど、それは今までそういう窓口給付でな

かったがための面倒な手続を誰かがやってくれな

いかと。それは、やっぱり障害者団体にしてくれ

れば一番いいんじゃないかという考え方で、仕事

があったからそういう仕事を頼んだということに

なると思うんですよね。 

 だから、新たに何らかの努力をしていただいて、

別の仕事をつくっていただくというふうな形でも

代わりができるんじゃないかなという気がするん

ですが、それはどうなんでしょうか。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）確かに、
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回収業務を委託しておりますのは自動償還方式導

入に対する一つの手当でございます。本日、委員

会資料でお示ししておりますが、障害者優先調達

推進法もできましたので、そういった意味では御

協力を別の方法でもというか、別の業務でも考え

たいというふうには考えておりますが、今はこれ

は自動償還方式を導入されない限りは続けていき

たいといふうに考えているところでございます。 

○委員長（江口是彦）御質疑願います。 

○委員（井上勝博）臨時福祉給付金なんですけ

れども、これは消費税の増税ということで、低所

得者にやっぱり負担が重くなるということで、そ

れを少しでも緩和するための給付金と。そういう

位置づけなんだけれども、生活保護の方々は対象

外というのが、ちょっと腑に落ちないなと思うん

ですよね。 

 だって、生活保護を受けている方々も買い物を

されるわけで、消費税の負担というのは非常に重

くなる。しかも、生活保護費は削られているわけ

ですから、何か理屈が通らないなというふうに気

がするんです。その辺は理屈的には通っているん

ですか。 

○市民福祉部長（春田修一）国の考え方では理

屈は通っているというようなことでございます。

というのは、本年度の中でも３年間にかけて物価

上昇率を加味した形で引き下げるという部分は御

説明したと思いますが、その部分もあるんですが、

消費税が今回導入されることに伴って、その部分

を扶助費の中で措置するというような形で国のほ

うは言っております。 

 ですから、実質的には扶助費の額が上がってく

るというような形になっているところでございま

すので、理屈的には通ってくると。ですから、生

活保護の方はそちらの扶助費の中で見ますよと。

それ以外の方の低所得者については、この給付金

の中で見ますというようなすみ分けをしていると

ころです。 

○委員（新原春二）予算に直接かかわる問題で

はないんですが、自立支援事業のお金が２１億円、

膨大な数になっていますよね。障害者に対する

サービスというのはもちろんあってしかるべきだ

し、またなければならないものだと思うんですけ

ども、今回、全国的に見れば音楽家の不正受給、

こういうものが発覚して全国的には大変な問題に

なっているんですが、その認定のあり方なんです

けども、もちろん障害のある方が認定とするとい

えば当然そうなんですが、社会的に見て認定を受

けていらっしゃる方で、あの人はどうかなと地域

的には問題になるようなものがちらほら、この種

の問題で出てきているように思うんですけども。

本当に障害のある方についてはどんどんサービス

をしていくのが当然なんですが、地域的にそうで

はないんじゃないかと言われるような方々の対策、

そういうようなものはどういうようになっている

のか。 

 一旦もう認定をしたら、ずっと一生そうなのか、

途中でどんな認定のあり方があるのか、そこ辺が

テレビなんか見ていると認定のあり方というのが

定かでないわけですけども。そこら辺の障害の認

定を受けてから障害ずっとあるのか、途中でどん

な認定の見直しといいますか、そういうようなも

のがあるのか、その辺の関係はどうなっています

か。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）これは

障害の程度、種類、いろいろございますけれども、

それによりまして３年後には見直しますよ、１年

後に見直しますよというふうに障害で決まってお

りまして、その再認定を受けていただくというふ

うになっておりますので、なんかそこで障害が当

然軽くなられる方も、重くなられる方もいらっし

ゃいますし、よくなられる方もいらっしゃいます

ので、有期認定制度になっていますので、そこで

見直しがなされていくということでございます。 

○委員（新原春二）基準的にはそうなっている

と思うんですけど、実際そうなっているのかなと

いう疑惑がちらほらあるんですよね。もう本当に

もうそういう医師の、一つは医師の処方が、処方

箋といいますか、証明が必要になってくると思う

んですけども、もう医師の証明があればもうオー

ケーと。 

 では、もう地域的にあの人は耳が聞こえそうだ

けど、障害受けちょやっどんから、おらべえば耳

が聞こゆっとよというような話があったりすれば、

そこの地域的な、医師的にはそうですよ、証明が

出ればそれでもういいんでしょうけども、社会的

に見てあの人は聞こゆっどという話があった場合

に、そういうのは申告といいますか、そういうよ

うなものがなされるのかどうか。もう全く個人情
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報だから、そんなものは一切できませんよ。調べ

ようがない、地域的にはあの人は聞こゆっどと思

ってもそれをどこに申請、あの人は聞こえるかも

よというのはなされるのかどうか。そこら辺の地

域的な社会的なのは、申告をする場合に、どうし

たらいいのかなというのがあるんですよね。 

 例えば、民生委員さんがもうチェックをされて、

あの人はもう聞こえるかもということで審査され

るのも一つの方法だろうし、もうそういうものは

我々、そういう方々、地域の方々が福祉課に来ら

れてあの人は聞こえると言われても、個人情報で

すからそれをイエス・ノーは言えないと思うんで

すよね。そこら辺がかなり難しいすみ分けだと思

うんだけども。そこら辺の医師の認定だけなのか、

あるいは民生委員さんの助言なのか、そこら辺の

関係は継続する場合にどんなふうになっています

か。例えば、３年なら３年、１年なら１年でする

場合に。 

○主幹（後藤里美）そもそもの最初の申請があ

った場合に、それぞれの障害に応じた診断書を出

していただき、それを県の判定機関のほうでさら

に審査をして等級が決定されます。そのときに、

症状によって明らかにもう改善の見込みがないと

いう判定がされた場合には、無期の方もおられま

すが、改善の余地がある方につきましては、先ほ

ど課長が御説明申し上げたとおり、何年か後の再

判定ということが義務づけられますので、その時

点で改めて診断書を出していただき、また県の機

関のほうでさらに判定をしということで、再認定

という形で手帳がまた再交付されるような制度に

なっております。 

 ただ、今委員のほうからお申し出があったよう

な御相談自体をまだ、済みません。私どものほう

で直接お受けした機会がまだございませんで、そ

の対処法につきましてはまた改めてこちらも勉強

させていただきたいと思いますので御了解くださ

い。 

○委員（新原春二）個人情報保護法の関係もあ

ってかなり、そういうようなものもまれだと思う

んですけども。本当は障害者にはきちんとした

サービスを大いにやっていただいて、本当に健常

者と差のない程度の生活をしてもらうということ

が基本ですから、それはそれでいいんですけども。

どうしてもそういうようなものが今回、音楽家の

関係であって、もう聞こえないということを判定

されてずっときたけども３年前から聞こえたとい

う話なんかもあって、社会的にはかなり福祉の面

ではどうなっているのというのがあると思うんで

すけども。薩摩川内市であるということでなくて、

そういうものの社会的にそういうようなものが発

生した場合に、どこに相談に行って是正をどうし

ていくのかというのも含めて対処しておかなきゃ

いけないのかなということでしたので、要望にか

えておきます。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑はありませ

んか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 ここで、議案第３７号にかかる審査を一時中止

します。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（江口是彦）次に所管事務調査に入り

ます。 

 当局に説明を求めます。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）それで

は、市民福祉委員会資料の２１ページをお開きく

ださい。 

 本市の障害者施策に関する基本的な計画であり

ます「薩摩川内市障害者計画（第２期）」につい

て、概要版で説明させていただきます。 

 １２月議会におきましても、障害者計画策定に

係るパブリックコメントの実施について御説明し

たところではございますが、この障害者計画は障

害者基本法の規定に基づき、国の障害者基本計画

及び県の障害者計画を基本とするとともに、本市

の障害者の状況等を踏まえ策定するものでござい

ます。 

 ２２ページにありますように、全ての市民が相

互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会

の実現を基本理念に、平成２６年度から平成

３０年度までの５カ年間を計画期間として策定す

るものでございます。 

 ２３ページには、本市の現状を示しております

が、６５歳以上の手帳所持者数が増加しておりま
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す。これは障害のある方が高齢化するということ

より、重度心身障害者医療費は、自己負担額の全

額助成があることなどから、９０歳、１００際で

新たに障害者手帳を申請されるという事例が多く

なってきております。 

 ２４ページから施策の概要と主な取り組みを示

しております。また、今後本計画を着実に推進す

るために、本市自立支援協議会において、本計画

の進行管理、評価を行うこととしております。な

お、平成２６年度は本計画の実施計画にあたりま

す障害福祉計画の策定を予定しているところでご

ざいます。 

 次に、委員会資料２９ページです。薩摩川内市

子ども発達支援センターつくし園の指定管理者の

評価結果の報告をいたします。 

 指定管理者は、社会福祉法人薩摩川内市社会福

祉協議会で、指定期間は平成２４年４月１日から

平成２７年３月３１日でございます。ことしの

１月２９日に評価委員会を開催しております。総

合評価の結果、すぐれているとの評価を受けてお

ります。 

 次に、委員会資料３１ページ、薩摩川内市障害

者就労施設等からの物品等の調達推進方針につい

て御説明いたします。 

 平成２５年４月障害者優先調達推進法が施行さ

れ、障害者就労施設等で就労する障害者の経済面

の自立を進めるために、国や地方公共団体は率先

して当該施設等から物品等を調達するよう努める

とともに、調達方針を作成し、調達の実績を公表

することとされております。 

 本市におきましては、これまでも庁内会議等で

障害者就労施設等への業務委託や、商品の購入に

ついてたびたび協力依頼してきておりましたが、

今後、今回作成いたしました調達方針にのっとり、

前年度の実績を上回ることを目標に各課、各機関

を挙げて優先的な物品等の調達に努めてまいりま

す。 

 実は、昨日川内文化ホールにおきまして、就労

支援事業所の物販イベントが開催されたところで

ございます。多くの皆様に御購入いただきました。

売り上げは利用者の皆さんの工賃として還元され

るというところでございます。これからも工賃ア

ップに協力していきたいと意を強くしたところで

ございます。 

 なお、調達実績につきましては、市のホーム

ページにより公表するとともに、市民等からの物

品等の調達推進のため、障害者就労施設等が受注

可能な物品等の情報をホームページ等を活用し情

報発信していくこととしております。 

 以上で説明を終わります。御審議方よろしくお

願いいたします。 

○委員長（江口是彦）ただいま説明がありまし

たが、これを含めて所管事務全般について質疑に

入ります。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）障害者施設でのやっぱ働い

ている人たちの長時間労働というのが、本当に長

時間だし、休日もとっているのか、とっていない

のかわからないような状況というか、そういう状

況を見ていて、これ何とかならんものなのかと。

障害者の方々を相手にされていらっしゃるわけで

すので、やっぱり大変な仕事を、それを覚悟の上

で働いていらっしゃるわけですけれども。しかし

それにしても家族を犠牲にしたりとか、自分の健

康を害したりとかそういうような状況を見ている

と、何とか働いている人たちの環境を何とかでき

ないものだろうかということをいつも思うんです

が、その辺については改善されているんですか、

改善の方向にあるんでしょうか。どうなんでしょ

うか。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）実際、

そのような実績があって相談が寄せられていらっ

しゃるということなんですけども。もしそのよう

な勤務、時間外長期にわたって心身まで不調を来

たされるような実態があるとすれば、私どもでも

把握をして至急に対処したいというふうに考えて

おりますが、相談支援体制をとっておりまして、

もしそのような御要望あればそちらのほうに寄せ

ていただいて対処しているところでございますが、

例えばそれがＡ型なのかＢ型支援事業所なのか、

議員は御存じでいらっしゃるんでしょうか。 

○委員（井上勝博）要望を受けているわけでは

ないんです。見ててわかるわけです。見ててわか

るわけですよ。もうすごいわけですから。だから

その何でそうなるのかなと。そういう現状はない

んですか、事実として把握はされていないんです

か。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）事業の

内容につきましては、県が当然、事業所も回りま
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して定期的な指導もしておりますので、もしその

ような実態があるとすればもう大変なことでござ

いますので、どこの、もしこの委員会が終わって

からで結構で教えていただけば。 

○委員（井上勝博）障害者施設というのは、そ

ういう長時間労働というのはやっぱりあり得ない

という認識というか、そういう認識なんですね。 

○障害・社会福祉課長（徳留真理子）当然で

ございまして、特に就労支援の施設につきまして

は、その方たちが民間事業所にどのようにスムー

ズに社会参加できるか、民間の事業所につないで

いけるのかというのを支援するための事業所でご

ざいまして、そこが実社会に結ばないような支援

をされているとすれば、これはもう事業所として

あり得ないと思いますので。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から質疑は。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 以上で、障害・社会福祉課の審査を終わります。

御苦労さまでした。 

────────────── 

△高齢・介護福祉課の審査 

○委員長（江口是彦）次に、高齢・介護福祉課

の審査に入ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（江口是彦）先ほど審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長に概要説明を求めます。 

○市民福祉部長（春田修一）それでは、続きま

して高齢・介護福祉課の当初予算の概要について

御説明させていただきたいと思います。 

 これにつきましても本編の資料の１ページをお

開きいただきたいと思います。 

 一般会計では、前年度比で約４,４００万円の減

となっております。これは、平成２５年度予算に

計上させていただきましたグループホーム整備等

補助金２カ所分の減によるものでございます。 

 なお、平成２７年度からは老人福祉計画第６期

介護保険事業計画策定予算として１,９１９万円を

また新たに計上させていただいております。 

 次に、介護保険事業特別会計でございますが、

市民健康課所管分を含めまして、総額で１０６億

４,４７０万円、対前年度比較でしますと１億

７,０００万円の増となっております。主な要因と

しましては、居宅介護サービス費が約１億

４ ,３００万円、介護予防サービス費が約

１,９００万円、それぞれ増となっているところで

ございます。 

 なお、新規事業としまして、認知高齢者あるい

は一人暮らし高齢者の増加に伴いまして、成年後

見の必要性が高まっているところでございまして、

この事業というのは今後、増大するのではないか

というふうに予想されているところでございます。 

 このようなことから新規事業としまして、成年

後見制度の普及啓発あるいは成年後見等の受任支

援、市民後見人養成講座の実施等を行う成年後見

センターの設置に関します経費を新たに計上させ

ていただいております。 

 また、国のほうでは地域包括ケアシステムの構

築を今後の重点的な課題としておりますが、在宅

医療と介護の連携を進めるため、医師、看護師、

ケアマネージャー等が情報共有を図りながら、連

携を図るということが非常に重要だろうというふ

うに考えておりまして、この検討を１年間かけて

ずっと医師会も含めて、保健所も含めましてやっ

てきたところでございます。 

 このたび、医師会が中心となって在宅医療セン

ター設置の準備を行うというようなこと等で話が

進んでいるところでございまして、それにかかわ

る経費も計上させていただいたところでございま

す。地域包括ケアを進めるためには、在宅医療と

いう部分がきちんとできないと、その他に連携が

できないというような思いもございまして、医師

会のほうで中心になられるということでございま

したので、それについて予算を計上させていただ

いたところでございます。 

 以上、高齢・介護福祉課の当初予算の概要の説

明を終わりますが、予算の詳細につきましては、

この後課長のほうが説明をさせていただきたいと

思います。 

 以上でございます。 
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○委員長（江口是彦）引き続き当局に補足説明

を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）議案第

３７号平成２６年度薩摩川内市一般会計予算のう

ち、高齢・介護福祉課分について説明いたします。 

 まず、歳出から説明させていただきます。 

 事業の内容は、予算調書により説明させていた

だきますので、予算調書の１３７ページをお開き

ください。 

 １３７ページの上段でございます。 

 事項、老人福祉管理運営費につきましては、高

齢者福祉事務事業に係る業務を行うための経費で、

一般職員７人分の給与費、共済費など高齢者福祉

事業運営に必要な職員の人件費、敬老金支給等の

経費を計上しているほか、３年に１回策定するこ

ととなっている老人福祉計画・第６期介護保険事

業計画策定業務委託経費１５４万４,０００円を計

上しております。 

 次に、下段をごらんください。 

事項、老人福祉施設管理費につきましては、老

人福祉施設の電気、消防用設備、浄化槽等の保守

点検業務等、それから管理代行委託等、施設の維

持管理に必要な経費等を計上していますほか、樋

脇もくもくふれあい館ののり面崩落箇所の復旧工

事に係る設計業務委託料１９７万４,０００円を計

上しております。 

 次に、１３８ページを開きください。 

 上段の高齢者生活支援事業費につきましては、

高齢者訪問給食サービス等の事業、高齢者世話付

住宅生活援助員派遣事業、緊急通報受信業務、健

やか支援アドバイザー事業業務委託経費のほか、

緊急通報装置１００台分の備品購入費を計上いた

しております。 

 下段をごらんください。事項、老人措置費につ

きましては、養護老人ホーム入所者の措置経費を

計上いたしております。 

 次に、１３９ページをお開きください。 

 介護保険対策費につきましては、介護保険事務

事業に係る業務を行うための経費で、一般職員

１５人分の給与費、共済費など介護保険事業運営

に必要な職員の人件費、介護保険特別会計への繰

出金等を計上いたしております。 

 次に、下段をごらんください。 

 地域介護・福祉空間整備等事業費につきまして

は、地域密着型サービス施設の設備整備に係る補

助金等を計上いたしております。 

 次に、１４０ページをお開きください。 

 養護老人ホーム管理費つきましては、養護老人

ホーム「甑島敬老園」の施設運営に係る経費で、

一般職員５人分の給与費、共済費のほか、修繕費

管理代行委託料等を計上しております。 

 下段をごらんください。 

 特別養護老人ホーム管理費につきましては、特

別養護老人ホーム「甑島敬老園」の施設運営に係

る経費で、一般職員３人分の給与費、共済費のほ

か、洗濯機、ガス乾燥機の経年劣化に伴う備品購

入費等を計上いたしております。 

 次に、１４１ページをお開きください。 

 介護認定審査費につきましては、介護保険法の

規定に基づく介護認定審査会の審査判定業務及び

要介護・要支援認定に係る業務を行うための経費

を計上するもので、介護認定審査会１２合議体の

委員６０人、介護認定訪問調査業務嘱託員１８人

分の報酬等の人件費のほか、主治医意見書作成手

数料、介護認定支援システム保守料、リース料等

を計上いたしております。 

 下段をごらんください。 

 労働者福祉対策費につきましては、シルバー人

材センターに対する運営補助金を計上いたしてお

ります。 

 次に、歳入について御説明いたしますので、予

算調書の３０ページにお帰りください。主なもの

について御説明申し上げます。 

 １３款２項１目民生費負担金では９,０７９万

３,０００円を計上いたしておりますが、主なもの

は老人福祉費負担金８,８８０万円、養護老人ホー

ム入所者及び扶養義務者が収入に応じて負担する

ものでございます。 

 次の、１４款１項２目民生費使用料では

４１８万１,０００円を計上いたしております。主

なものは、入来高齢者福祉センター使用料

２１２万３,０００円であります。 

 次の、１５款２項２目民生費補助金では

２,０００万円を計上いたしております。これは、

地域介護・福祉空間整備等交付金で地域密着型

サービス施設の設備整備に係る国庫補助金でござ

います。 

 次の、１６款２項２目民生費補助金では
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８４７万４,０００円を計上いたしております。主

なものは老人クラブ運営費補助金６６１万

４,０００円でございます。 

 次に、２１款３項１目貸付金元利収入では

１５０万円を計上いたしております。これは、特

別養護老人ホーム整備資金貸付元金収入で旧里村

において、社会福祉法人里福祉会が平成１４年に

整備をいたしました特別養護老人ホーム寿里苑の

運営資金として貸しつけた３,０００万円に係る償

還金でございます。 

 ３１ページをお開きください。 

 ２ １ 款 ５ 項 ４ 目 雑 入 で は ４ , ９ ４ ５ 万

３,０００円を計上いたしております。主なものは、

甑島敬老園運営のため社会福祉協議会に派遣して

おります職員人件費に係る派遣協定による収入で

ございます。 

 続きまして、廃止いたします事業及び計画策定

について説明させていただきますので、委員会資

料本編の３ページをお開きください。本編の

３ページでございます。 

 廃止事業一覧の２行目、生活支援型ホームヘル

プサービス事業は、介護認定を受けられない利用

者を救うため、介護保険制度が始まりました平成

１２年度に始めた事業でございますが、利用者も

少なくなったことから廃止をするものでございま

す。 

 次の高齢者おでかけ支援事業は、とじこもりの

防止や社会参加を目的に事業開始をいたしました

が、介護予防事業などの活動参加を通じた介護予

防を推進するため、平成２７年度から介護予防ボ

ランティア事業に統合するものでございます。 

 最後に計画策定一覧の下から２行目の老人福祉

計画・第６期介護保険事業計画につきましては、

３年ごとに定めることとなっており、平成２７年

度から平成２９年度までの３年間の計画を平成

２６年度中に策定する必要がございます。 

 計画策定に先立ち、アンケート形式で本年度高

齢者の実態調査を行い、現在、集計分析作業中で

ございまして、その分析結果を踏まえて策定する

予定でございます。 

 以上で、一般会計に係る高齢・介護福祉課分の

説明を終わります。よろしく御審議賜りますよう

お願い申し上げます。 

○委員長（江口是彦）ただいま、当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）おでかけ支援事業について

なんですけども、廃止ってなっているんですが、

これは来年度というか、平成２７年度からの廃止、

平成２６年度は継続ということですか、ちょっと

その辺確認。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２６年度までは継続をいたします。なお、平成

２６年度中に市民の方々への周知広報を行う予定

としております。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）このおでかけ支援事業は大

変喜ばれて、以前はこの事業が始まったときはま

だ知られてなくて普及が少し伸び悩んでいたけれ

ども、知られるにつれてどんどん広がって、温泉

に入れたりとか、バスに乗れたりとか、非常に喜

ばれている制度だったわけです。 

 これについて、その制度を廃止して新たな制度

に変えるという意味がよくわからないんです。全

く違うんじゃないかなと。新しいサービスを始め

るということでいいんじゃないかと。何も廃止す

る必要はないんじゃないかと思うんですが、どう

なんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）合併後

１０年を経過し、地方交付税が削減される中、限

られた予算の中でより効果的な事業を行う必要が

あるということと、それから介護給付費を抑制す

るために介護予防事業を推進しなければならない

ことと併せまして、おでかけ支援事業というのも

とじこもりの防止、社会参加にはなり、ある種介

護予防事業に役立っているとは思いますが、その

制度自体が給付型ということで、もらえるものだ

と。そういう形から、より市民の方へ介護予防に

対する意識づけ、活動参加を促すために介護予防

事業へ統合をしたいということでございます。 

 なお、この介護予防事業のポイントはおでかけ

支援事業と同様風呂とか、バスとか併せましてお

でかけ支援事業になかったガソリンといいますか、

ガソリンスタンドでも使えるようになりますので、

より選択肢が広がるというようなことから、介護

予防事業を重点的に取り組むという意味から、介

護予防事業へ統合しようとするものでございます。 

 以上でございます。 
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○委員（井上勝博）この名前からすると介護予

防ボランティア事業というのは、いわばまだ元気

な方が介護のために自分からボランティアをした

い。そのために、そういうバスとか、そういう何

らかの補助金を出そうと、そういう考え方なんで

すか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）補助金

と申しますか、介護予防事業のボランティアだけ

ではなくて、要は介護予防ボランティア教室に参

加した人、それからいろんな高齢者クラブ連合会

が主催する運動、平たく言えばゲートボールとか

グラウンドゴルフとか、そういった活動に参加す

ることによって外に出る、体を動かす、そういっ

たことによって介護予防に努めてもらうと。 

 それから介護認定を受ける一歩手前、今２次予

防対象者と言っておりますけれども、そういった

人たちを対象に介護予防教室をいたしております

が、そういった方々に参加された方もボランティ

アの対象にしましょうということで、活動支援型、

対価と言ったらおかしいですけど、給付型から活

動支援型ということへ転換したいという考えでご

ざいます。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）ほかに質疑ありませんか。 

○委員（中島由美子）高齢者おでかけ支援事業

ですが、私も結構使っていらっしゃる方はたくさ

ん知っているものですから、廃止になっていくと

いうのでちょっと残念かなと思うんですが、その

介護予防をとにかくしっかり頑張っていきたいと

いう、そこのことをやっぱり周知徹底をしてほし

いなというのが一つ。 

 それと、この介護予防ボランティアの登録をし

ないといけないわけですよね。手帳をもらわない

とポイントがたまっていきませんよね。その登録

が社会福祉協議会に行かないとできないことにな

っていると思っているんですけど、私の中では。

そうやってグラウンドゴルフとか老人クラブとか

に参加されるときに、一緒に登録もできたら高齢

者の方々は大変趣旨もよくわかって、やってみよ

うという気持ちにもなると思うんですけど、その

あたりはどうですか。 

○市民健康課健康指導東部グループ長（常盤

美幸）後ほどの説明でもすることになると思いま

すが、対象活動を広げるにあたりまして、高齢者

クラブ連合会活動、高齢者クラブの活動を追加し

ております。その中で、高齢者クラブ連合会の事

務としまして、団体の会員の方が取りまとめて申

請をしていただくような方法を考えているところ

です。 

○委員（中島由美子）なにせ登録の手帳がない

とポイントがたまっていきませんし、よくわから

ない方もたくさんまだいらっしゃいますから、そ

この部分で本当に積極的に登録をしていただけれ

ばいいのかなと思いますので、よろしくお願いし

ます。 

○委員（井上勝博）平成２６年度は支援事業を

継続するんだけど、１３０万円減額というのはま

た何でなんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２４年度の決算実績及び平成２５年度の決算見込

みにより算定した結果、平成２５年度当初費減額

となったものでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

○委員（新原春二）老人ホーム入所措置事業な

んですけども、４億２,０００万円かけておられる

んですけども、今この資料によりますと市内で

３施設１７６人、市外で１２施設４７人という数

が出ているんですが、現在のこういった特老に養

護老人ホームの待機者、結構ダブってあると思う

んですけども、実際の待機者ってどのくらいある、

想定されているんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）まず、

養護老人ホームの入所待機者数でございますが、

２月５日現在で８０名でございます。それから、

特別養護老人ホーム等につきましては、実数で約

８００名でございます。 

 以上でございます。 

○委員（新原春二）これから、だんだんふえて

くる傾向にあると私は思っているんですけど、後

からお知らせいただきたいと思いますが、この

８００名というのはダブりを含めて８００名なの

か、実数のダブりをちょっと外して、わかってい

るだけ外して実数がこれだけなんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）はい。

実数で８００でございます。なお、この待機者の

中には現在入院していらっしゃる方、老人保健施
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設に入っていらっしゃる方、それから有料老人

ホーム等に入っていらっしゃる方いろいろあるわ

けですが、在宅で待機者としては昨年４月１日現

在ですが、２４６名でございます。（１４ページ

の発言により訂正済み） 

 以上でございます。 

○委員（新原春二）それぞれあるんですが、有

料老人ホームが最近建ってきて数もふえてきてい

ると思うんですよね。有料老人ホーム。待機があ

って、待機になっていてどうしようもしようがな

いというところで、しかもまだ介護度も低いとい

うことで仕方なくといいますか、そういうような

ことになっているんですよね。 

 病院にまず入院をして３カ月たって、もう退院

を要求される。そういう中でどうしても自宅では

できないということで、老健に上がる。老健でま

た３カ月したらもう退所命令が出ると。そうした

ときに、即老人ホームには入れないという方が、

有料老人ホームに流れているという、今の現在の

パターンだと思うんですよ。実際、私の母がそう

でしたから。 

 そういった場合に、今有料老人ホームというの

は結構お金がかかるので、入所されるというのは

限定的になってくるというのは現状ですよね。私

はそう思うんですけど、そうした場合にどうして

もおうちに帰って待機をせないかんというのは

１５４人のこの部分だと思うんですよね。だから、

そういった意味での今後の方針といいますか、今

までの現状でいいのか、今からどう介護されてい

くのか、そこ辺の方向といいますか、があったら

教えてください。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）第６期

の計画は、先ほど申しましたように平成２６年度

中に策定をする予定、こととなっておりますので、

今の現在での方針がどうかということにつきまし

ては、難しいところではございますけれども、第

６期の計画策定にあたりましては待機者の状況で

あるとか、それから介護給付費ひいては介護保険

料の値上げがどこまで可能なのか、この介護保険

制度は公費及び保険料でだけで運営をすることと

なっておりますので、施設をつくれば給付費がふ

える、保険料は上がるというところがございます

ので、そこら辺のバランスを見ながら、その策定

にかかわる委員の皆様方の御意見をお聞きしなが

ら方針を決めていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○市民福祉部長（春田修一）今、課長が申した

とおりなんですが、非常に悩ましいところだと思

います。介護保険料が県下でも３位というような

形で、非常に高いという状況がございます。片一

方では、特老の待機者がふえてきていると。 

 老人の状況を見たときに、平成３２年くらいま

では７５歳以上の後期高齢者の方がふえてくると

いうことをしますと、介護認定度が上がる、認定

率がふえるということは予想されるところでござ

います。 

 ただ、今事業所さんのほうからもやっぱり増設

をしたいという思いはあるんですが、先ほど言い

ましたように平成３２年をピークと仮にした場合

に、その後は結局減ってくる可能性もあるという

ような状況がございまして、なかなか一概にほん

なら介護保険料も皆さんに御負担していただいて、

施設をつくりましょうかという話に極端になれる

のかというのは、なかなか難しいところが出てく

るのかなと思いますが、ただ現実を見たときに非

常に必要だということもあります。 

 なので、国が今特老だけを限定させていただき

ますと、３以上に絞ろうかというような話も出て

いるところでございまして、介護１、２の方は原

則、原則です。原則対象外にしようかというよう

な形で、重度の方を施設入所というような動きも

今後出てきそうな気がしますので、それを見極め

ながら施設整備を考えていかないかんと。 

 ただ、一方議員おっしゃいますように老人ホー

ム、有料老人ホームの部分はサ高住とかいろいろ

ございますので、ただ介護つきになってしまうと

先ほどの介護保険料と同じような形なってくると

いうこともあって、非常に難しい選択を今後して

いかないといけないだろうという思いは持ってい

るところでございます。 

○委員（新原春二）かなり厳しいといいますか、

こっちをかたれば、こっちが下がってくるという

ことで、大変介護保険については難しいと思うん

ですが、先ほど障害福祉のほうで人口統計を見た

んですけども、だんだん高齢が上がっていきます

と、もう今７５歳でもぴんぴんして仕事もされて

いるということもあって、また収入面でも昔は国

民年金だけの生活が結構多くて、だんだんそうい
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う方々が高齢化になっていく。今度は、お互いに

働いて厚生年金で生活をされていく部分もあって、

昔とまた近い将来そんな収入的な面で大分変わっ

てくると思うんですよね。 

 そういう意味では、今私がなぜこういうかとい

いますと、この間、大宰府に有料老人ホームを視

察に行ったんですよ。そこはもう、３棟建てて、

契約金が最初は入るだけで４００万円あって、後

はもう度数によって１２万円くらいから、２５万

円くらいの開きが毎月あったんですけども、そう

いう施設が今どんどん建っていくし、そういうの

がまた結構入所がふえていく。 

 その方も、２棟、３棟建てていらっしゃいます

が、もう１棟また建てるんだということで、地域

に開かれたものにしていくという。喫茶店もあれ

ば、レストランもあれば、図書館もある。またパ

ン屋もあるということで、もう誰が来てもいい、

その中にまた健常な夫婦が入れる部屋もつくって

あるし、また独り者が入れる部屋もつくってあっ

て。そういう総合的なもので、かなり評価が高か

ったんですけども。国の厚生労働副大臣なんかも

来て視察をされるというところでしたから、こう

いうのが将来的になってくるのかなと思ったとき

に、厚生年金で二人とも働いて、そっちに入ろう

かというのがだんだんふえてくる。そういうのは

そういう人たちでいいんですけども、低所得者の

方が本当にサービスが受けられるようなものにし

ていかないかんのかなという意味では介護度のき

ちんと区分けを、きちんとしたほうがいいのかな

と思ったりもしているところです。 

 そういう意味では、かなり厳しいですので、ぜ

ひ６期の計画でそこら辺の見通しも含めて検討し

て出していただければ大変ありがたいと思います。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）済みま

せん。先ほどの発言を訂正及び補足をさせていた

だきたいと思います。 

 先ほど、在宅の待機者が１５４名と申し上げま

したけれども、正しくは２４６名でございます。

（１４ページで訂正済み）２４６名のうち、国が

現在介護保険の改正法案を出しております要介護

度３以上のものが１５４名でございました。申し

わけございませんでした。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員、質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 ここで、議案第３７号に係る審査を一時中止し

ます。 

────────────── 

△議案第５０号 平成２６年度薩摩川内市

介護保険事業特別会計予算 

○委員長（江口是彦）次に、議案第５０号平成

２６年度薩摩川内市介護保険事業特別会計予算を

議題とします。 

 当局に説明を求めます。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２６年度薩摩川内市介護保険事業特別会計につい

て説明をさせていただきます。 

 予算に関する説明書は、４３８ページからにな

り ま す が 、予 算 調書 は３ ３ ７ ペ ージ か ら

３６５ページとなっております。 

 説明につきましては、市民福祉委員会資料別冊

２に基づきまして、市民健康課分と合わせて説明

をさせていただきます。 

 まず、歳出を説明させていただきたいと思いま

すので、市民福祉委員会資料別冊２の２ページを

お開きください。 

 １款１項介護サービス等諸費１目居宅介護サー

ビス費では、説明欄に記載の各種居宅サービス給

付費を計上しております。 

 次の、同項２目施設介護サービス費では、介護

保険３施設と呼ばれる特別養護老人ホーム、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設の施設介護

サービスに係る給付費でございます。 

 次の、３項給付諸費１目審査支払い手数料は、

介護保険給付費の審査支払い事務に係る経費で、

国保連合会に支払うものでございます。 

 次の、４項高額介護サービス等費は、介護サー

ビスの利用者負担額が高額となった場合に、利用

者負担の軽減を図るための給付でございます。 

 次の、５項特定入所者介護サービス等費は所得

の低い要支援、要介護者にとって、保険給付対象

外となる食費及び居住費の負担が過重とならない

よう、また要介護認定の申請前に緊急その他やむ

を得ない理由により介護サービス、または介護予
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防サービスを受けた場合に補足給付するものでご

ざいます。 

 次の、６項介護予防サービス等諸費は、要支援

１、２の認定者に係る介護予防サービス給付費等

であり、内容につきましては１款１項１目のとこ

ろで説明申し上げました要介護認定者に係るサー

ビスと同じ内容でございます。 

 次の、７項高額医療合算介護サービス等費は、

前年の８月から本年の７月までの１年間において、

医療保険及び介護保険の自己負担額の合計額が著

しく高額となった場合の利用者負担額を軽減する

ために給付するものでございます。 

 次に、３ページをお開きください。 

 ３款１項介護予防事業費につきましては、主に

市民健康課が所管をいたしております。 

 まず、３款１項４目一次予防事業費は、高齢者

が自発的に介護予防に取り組むための普及啓発事

業や介護予防ボランティア事業に係る経費で、介

護予防業務嘱託員３人に係る経費や委託料に記載

してありますとおりの各種介護予防の事業に係る

経費を計上しております。 

 次の、３款１項５目二次予防事業費は、要支援、

要介護になる恐れが多い高齢者を対象に実施する

事業の需用費や、その対象者を判断するための医

師委託料に係る経費が主なものでございます。 

 次に、４ページをお開きください。 

 ３款２項１目介護予防ケアマネジメント事業費

は一般職員３人分の給与費、共済費のほか、地域

包括支援システムに係る経費が主なものでありま

す。 

 次の、同項２目総合相談事業費は、介護相談業

務嘱託員１名の人件費のほか、地域包括支援セン

ターのブランチ機能を担う在宅介護支援センター

への総合相談業務委託料が主なものでございます。 

 次の、同項３目権利擁護事業は成年後見支援セ

ンター業務委託料が主なものでございます。 

 次の、同項５目任意事業費は、介護サービス計

画点検業務嘱託員１名の人件費のほか、在宅医療

支援センター設置準備補助金、家族介護用品支給

事業、寝たきり老人介護手当支給事業等に係る経

費を計上しております。 

 次の、同項６目地域包括支援センター運営協議

会費は、センターの円滑かつ適正な運営並びに公

平性、中立性の確保について、調査・協議するた

めに設置された協議会に係る経費を計上いたして

おります。 

 次の、同項７目包括的支援事業一般管理費は、

認知症地域支援員及び地域包括ケア体制推進コー

ディネーター嘱託員に係る人件費のほか、社会福

祉協議会への地域包括支援センター業務委託料等

を計上しております。 

 次の、４款基金積立金は、介護給付費準備基金

から生ずる利子相当分を計上しております。 

 次の、６款諸支出金は、過年度分の第１号被保

険者保険料の還付に要する経費や、国庫支出金等

の清算返納金を計上しております。 

 続きまして、歳入につきまして説明させていた

だきますので、資料１ページにお帰りください。 

 １款保険料は、第１号被保険者の保険料のかか

わる分でございます。 

 平成２５年度の賦課実績から推計をし１６億

４ ,１７５万円を計上しており、徴収率は

９８.５％を見込んでおります。 

 次の、３款使用料及び手数料は、督促手数料で

ございます。 

 次の、４款国庫支出金は、介護給付に係る国の

法定負担分と調整交付金、地域支援事業に係る国

の交付金を計上しております。 

 次の、５款支払基金交付金は、介護給付費及び

地域支援事業に係る２号被保険者の負担分として

支払い基金から交付されるものであります。 

 次の、６款県支出金は、介護給付費に係る県の

法定負担分と、地域支援事業に係る交付金であり

ます。 

 次の、７款財産収入は、介護給付費準備基金に

係る利子相当額でございます。 

 次の、９款１項１目一般会計繰入金は、介護給

付費に係る市の法定負担分１２億８,９９０万

２,０００円のほか、地域支援事業に係る市の負担

分のうち、介護予防事業分が１ ,３１５万

８,０００円、包括的支援事業任意事業に係る分が

４,４７１万８,０００円でございます。 

 次の、２項１目介護給付費準備基金繰入金は、

介護給付費に財源不足が見込まれるため、介護給

付費準備基金から繰り入れるものでございます。 

 次の、１２款諸収入の４項３目雑入で４２０万

６,０００円を計上しておりますが、これは社会福

祉協議会に委託した地域包括支援センターが使用
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する地域包括支援システムの使用料相当額を負担

金として徴するものでございます。 

 次に、平成２６年度新規事業等について説明を

させていただきますので、５ページをお開きくだ

さい。 

 １の成年後見支援センターの設置につきまして

は、認知症高齢者や一人暮らしの高齢者等の増加

に伴い、成年後見制度の必要性が一層高まり、そ

の需要はさらに増大することが見込まれることと、

それから現在社会福祉協議会で実施をしておりま

す福祉サービス利用支援事業の利用者の判断能力

が著しく低下し、成年後見制度を利用すべき状態

になっている高齢者が多くなってきていることか

ら、成年後見制度に移行させるために設置をする

もので、事業内容につきましては（２）に記載の

とおりでございます。 

 なお、この事業は社会福祉協議会に業務委託の

予定であります。また、平成２３年度から市民後

見人養成講座に取り組んでまいりましたが、養成

講座の終了者には法人後見業務の支援員として協

力していただきたいと考えております。 

 ２の在宅医療支援センター設置準備につきまし

ては、地域包括ケアシステムの構築に向けて在宅

医療と介護の連携を進めるため、医師や医療機関、

介護保険事業所等の連携体制づくり等を行うため

の経費を補助するもので、事業内容につきまして

は（２）に記載のとおりでございます。 

 なお、この事業は川内医師会に委託することを

想定しております。 

 ６ページをお開きください。 

 ３の在宅介護支援センター機能強化事業につき

ましては、在宅介護支援センターを地域の活動拠

点として、地域住民や福祉サービス事業者等が連

携してネットワークを構築するとともに、地域資

源の発掘、活用を進め地域の見守り支え合い体制

づくりを推進するため、平成２５年度にはモデル

的に３カ所で実施をいたしましたが、平成２６年

度は５カ所にふやす予定でございます。 

 ４の認知症施策総合事業から６の任意事業まで

につきましては、昨年からの継続事業でございま

すが、在宅介護を支援するための施策と取り組み

を行っておりますので、記載をさせていただきま

した。 

 以上で、高齢・介護福祉課分の説明を終わりま

すが、引き続き介護予防事業関係につきまして市

民健康課から説明をいたしますので、よろしくお

願いいたします。 

○市民健康課長代理（福壽清則）平成２６年度

の介護予防事業につきまして、市民福祉委員会資

料の別冊２、高齢・介護福祉課、市民健康課の資

料でございますが、７ページから１０ページにか

けまして説明させていただきます。 

 まず、７ページでございます。 

 平成２６年度介護予防事業といたしまして、要

介護状態等となる恐れのある高齢者を対象とした

二次予防事業訪問型事業と、全ての高齢者を対象

とした一次予防事業を実施いたします。 

 一次予防事業の実施については、市内スポーツ

事業所、ＮＰＯ法人スポーツクラブ０１、地区コ

ミュニティ協議会、在宅介護支援センター、社会

福祉協議会、高齢者クラブなどさまざまな関係者

と協力体制をとって市の全域で実施いたします。 

 資料に記載のとおり、一次予防事業等につきま

しては、介護予防一次、二次総合通所型事業とし

ましては、市内スポーツクラブ等に委託します。

それと、あと甑地域通所型介護予防教室は直営で

ございます。地区コミュニティ協議会に高齢者の

健康づくり講演会、それから介護予防教室が在宅

支援センターに委託。それから、その下にござい

ます介護予防事業リーダーの育成とリーダーによ

る「わっはっは教室」が直営でございます。 

 ８ページになりますが、ふれあいサロン事業、

それと先ほど説明でありましたミニデイサービス

事業、常設型サロンの事業でございます。それか

ら、楽らく元気づくり支援事業、楽らく元気づく

り支援事業の社会教育課分とＮＰＯ等の委託分で

ございます。 

 その下にございます介護予防ボランティアにつ

きましては、また別の資料のほうで説明いたしま

す。 

 資料に記載のとおり、運動を主体とした通所型

の教室、認知症対策の講演会や講座など介護予防

のための各種事業を実施いたします。 

 ９ページになりますが、介護予防ボランティア

制度の改正と推進の方向性につきまして、介護保

険第１号費保険者及び第２号費保険者がボランテ

ィア活動を通じて高齢者の介護予防を推進し、さ

らに壮年期から介護予防の意識を高め市民共同の
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介護予防を進める事業でございます。平成２１年

度に要綱を制定して事業を開始し、普及推進をし

てまいりました。登録者及び数が年々増加し、ボ

ランティア活動の活性化による介護予防の推進が

図られているところでございます。 

 平成２４年度に、県は高齢者自身の健康維持や

介護予防の取り組み促進を目指して、鹿児島県元

気度アップ・ポイント事業を制定いたしました。

このことにあわせて、本市の事業ではポイント転

換交付金として現金を交付していたものを、介護

予防ボランティアポイント転換利用券として交付

することに変更しました。 

 この利用券は、高齢者おでかけ支援事業に準じ

たもので、温泉、バスの利用及びガソリンスタン

ドでの利用を追加したものといたしました。平成

２６年度には、名称を薩摩川内市介護予防ボラン

ティア元気度アップ事業に変更し、さらにポイン

ト対象事業について、これまでのボランティア活

動に加えて介護予防のための行事参加も対象とす

ることに改正することとなります。 

 対象となる事業は、市主催の介護予防事業、地

区コミュニティ主催の行事、高齢者クラブの行事

としました。このことで、高齢者自身の介護予防

事業参加を促進したいと考えております。よろし

くお願いいたします。 

 以上で、平成２６年度介護保険事業特別会計当

初予算についての説明を終わります。よろしく御

審議賜りますようお願いいたします。 

○委員長（江口是彦）ただいま、当局の説明が

ありましたが、これより質疑に入ります。御質疑

願います。 

○委員（井上勝博）国の方針では、来年度から

要支援の方々のサービスを介護給付、保険給付か

ら外していくという方向になっているということ

なんですが、これについては今説明されたこの平

成２６年度介護予防事業という形になっていると

いうことなんですか。 

 それが、３ページ目のこの介護予防事業費の中

身を説明されたという関係なんですか。ちょっと

確認。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）今、国

会で審議中の介護保険法の改正につきましては、

平成２７年度から適用されるものでございまして、

平成２６年度の事業につきましては従来どおりの

事業であると御理解をいただきたいと思います。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）今、この介護予防事業とい

う説明をされたじゃないですか、今。この介護予

防事業というのを、介護保険制度のこの会計の中

でやっているんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）介護予

防事業につきましても、介護保険の制度の中でや

っております。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）結局、介護保険制度の中で

来年度から要支援の人たちを、介護保険のサービ

スから外していくという準備をしているというこ

とになるわけですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２６年度につきましては、先ほど申しましたとお

り従来どおりということでございます。併せまし

て、介護予防事業につきましても従来からやって

きたものの継続といいますか、一部拡充でござい

ます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）これを見ると、継続だとい

うことなんですが、要するにいろんな０１だとか、

コミュニティだとか、そういったことだとか、そ

れからこの介護予防ボランティア制度というのも

結局は給付型から支援型ということで、いわば誰

でも今まで７０歳以上の人はもらえていたものが、

要するにそういうボランティアをする人たちだけ

のものになると。そのボランティアを強化してい

くと、ボランティアを促進していくと、そういう

考え方になっているということなんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）財布の

話もちょっとさせていただきますけど、介護予防

事業は介護保険制度の中でやっておりまして、こ

れは公費と１号、２号被保険者の保険料でござい

ます。一方で、おでかけ支援事業は一般会計の単

独財源でございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）いや、私が聞きたいのはそ

の要支援を来年度の計画、来年度から始める介護

保険制度、平成２７年度から始める介護保険制度

では外そうというふうにしているわけですよ。そ

れについてははっきりしているわけでしょう。外

そうという。 
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 あと、先ほど説明があったように要介護１、

２については施設に入所できなくなるという方向

で進めているわけでしょう。そういったことなど

が、本当にいわば介護保険制度で今まで利用され

ていた方々の負担増なしにできるんだろうかとい

うことなんですよ。要するに、介護保険制度から

外すわけでしょう。外して、それを地域のボラン

ティアだとか、いろんなものでのサービスで補わ

されていくわけでしょう。そういう考え方なんじ

ゃないんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２７年度からの介護保険法の改正に伴う要支援１、

２の取り扱いでございますが、介護給付費から、

給付の対象から外すということであって、外され

たものは地域支援事業費の中の介護予防給付の部

分に振りかわることとなっております。 

 したがいまして、介護保険制度の中で行うこと

にかわりはないということと、それから要支援１、

２を介護給付費から給付対象事業から外すという

ことにつきましては、当初は全ての予防給付を外

そうというような国の考えのようでございました

が、いろんな団体等からの反発もございまして、

通所介護と訪問介護、要するにデイサービスと

ホームヘルプサービスを外しましょう。そのほか

の通所リハビリ、デイケアとかいっておりますが、

そういったものや住宅改修、ショートステイ、そ

ういったものについては外す考えはないようでご

ざいます。 

 以上です。 

○委員長（江口是彦）ちょっといいですか、平

成２７年度以降のことについては、所管事務のと

ころでもっと聞きたいことがあったら聞いてもら

うことにして、ここでは議案第５０号平成２６年

度の介護保険事業の特別会計予算について、限定

して質疑をしてもらいたいと思いますので、よろ

しいでしょうか。御質疑ありませんか。 

○委員（新原春二）成年後見制度がいよいよ動

き出すということで予算化をさせてもらって大変

ありがたいことなんですが、これはもう社会福祉

協議会が完全に受けてもらうという条件でここに

計上されたんですか。まず、そこから。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）平成

２５年度中に社会福祉協議会と幾度となく協議を

重ね、人員体制、組織体制ともう向こう様のほう

でも大分協議をされまして、協議が整ったといい

ますか、受けていただくことに間違いはございま

せん。 

 以上でございます。 

○委員（新原春二）まだ、間違いがありません

ということですか、まだ完全にというわけではな

いわけですね。７７２万円の予算をつくって、も

う全くこの部分については社会福祉協議会に全部

委託をしますよということになるんだと思います

が、事業内容が結構、六つ書いてあって、あとこ

れについて社会福祉協議会で事業はやっていくわ

けですが、それと市の関係、これ今後どうなって

いくのかということなんです。もう全く成年後見

制度については社会福祉協議会の中で全部やりま

すよ、金だけは出しますよということになるのか、

ある程度そこら辺の監視をしながらどのように、

基本的な部分で共同でいろいろ協議をしながらや

っていくのか、そこら辺のスタンスはどうなりま

すか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）成年後

見支援センターは市の事業として実施をするわけ

ですが、設置・運営につきましては社会福祉協議

会に委託をすることとなっております。 

 支援センターの運営にあたりましては、仮称と

はなりますけれども、運営協議会なるものを設置

をしてその中に市も委員として参加をし、適正な

運営が図れるように随時かかわり合いは持ってい

きたいと思っております。 

 以上でございます。 

○市民福祉部長（春田修一）社会福祉協議会に

お願いしようとしたのは、先ほど課長のほうから

ございましたように、今、日常生活支援事業とい

う形で金銭管理等の部分を契約をしながらやって

いるんですが、それだけではどうしてもこの範疇

の中にはできない方も、成年後見人対象になられ

る方も出てきたと。 

 ただ、本市の中でそれを受けられるのは専門職

としては弁護士さんとか、あるいは司法書士さん

とかそういう形になってきている状況でございま

して、そしたら今度は今３年間かけて市民後見を

つくりましたが、その方がすぐそういう実務に入

れるかということをしたときに、多分無理だろう

と、経験的に。 

 ということで、社協が今までずっと生活支援関
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係で社会福祉が携わってきておりますので、そち

らのほうを重点的に生かしていきたいということ

でしております。ですから、社協さんとしては公

認、法人の後見人という形で裁判所から指定を受

けてもらうという考えで。ですから法人で受けま

すので補佐人とかあるいは後見人という形で指名

をしてもらう。法人であれば今までの実績とかい

うございますので、しやすいということで。 

 それが、市になった場合にできるかという話を

するとなかなかそこまではできないというような

ことがあって、社協のほうに法人後見をとってい

ただいて、市のほうとしては市民後見制度の、成

年後見制度の普及とかそういう部分を担う。ただ、

そこの運営については協議会なりつくって、弁護

士さんとか、司法書士さんとかあるいは市も入り

ながらもサポート体制をとりながら運営をやって

いければどうかということで今進めているところ

でございまして、大体社協のほうでもその考え方

で条件整備が整ったので今回予算を計上させてい

ただいた。 

 ただ、４月からすぐできるかという話になりま

すと、裁判所のほうに法人後見の登録、指定の届

け出、書類等を出して認められないと難しゅうご

ざいますので、実際、センターとして運営ができ

るのは年度内になるかと思いますが、そういう形

で今、作業を進めているということは御理解いた

だきたいと思います。 

○委員（新原春二）それぞれ研修が済まされて、

もう研修を終了されている方がいらっしゃるんで

すよね。１２名、第１期で１２名ですか。その

方々が、受けたんだけどどうなっていくのかとい

うのも含めてあるものだから、そういうセンター

が、当然もうセンターができて、法人格をしてし

ないと裁判所は認めないわけですから、法人格を

ぜひつくっていただくというのがまず第一条件で、

今回されるということですから非常にありがたい

ことです。 

 ただ、研修会を終わられた方々が全て後見人に、

裁判所の認定を得られるかといえば、それはもう

定かでないわけですども、そういう制度も含めて、

やはり後見人制度は今、弁護士さんとか行政書士

さんがされるんですけども、それだけではなくて

やっぱ市民が、半ボランティア関係の中で後見を

やっていくという制度をしていくためにこの制度

があるわけですので、ぜひ協議会を含めて市のほ

うがリードをしていただいて進めていただきと要

望しておきます。 

○委員長（江口是彦）要望であります。ほかに

御質疑ありませんか。 

○委員（井上勝博）介護保険料については、国

保税とともに介護保険料が年金から天引きされて、

みんな年金を受け取ったときに愕然とするという

声がやっぱり出ているわけで、この介護保険料を

引き下げるという願いというのは非常に強いわけ

ですよ。 

 そういう点で、国の制度の仕組みとして一般会

計からの繰り出しということについては、法的に

は可能なんだけれども、国の指導によってしない

と。また、ペナルティーをつけるというような方

向できているようですけども、国保みたいに法定

外繰り入れというようなことは考えていないです

か。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）結論と

して法定外繰り入れを行う考えはございません。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）結論はそうですけど、何で

しないのかっていうことなんです。その辺につい

てどうなんですか。高齢者の方々の不満というの

はよく聞かれると思うんですよ。どこでも聞きま

す。もう年金からこげん天引きされたどちいう声

です。 

 だから、これからの生活のことを考えた場合に、

不安でたまらないというのがあると思うんですよ。

年金そのものも減ってきているという現状の中で。

だから市としてはやっぱりそのそういう高齢者の

不安を幾らかでも解消すると。そのためにも他市

よりもできるだけ介護保険料を少なくするという

ようなことができないものなのか。 

 先ほど部長のほうからは県内３位で高いという

お話でありましたけれども、やはり県内でも高い

というんでは、不名誉なことであるわけですから、

法定外繰り入れという考えがなぜできないのかと

いうことについてはどうなんですか、理由として

は。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）介護保

険制度は、制度上公費と保険料で賄うこととなっ

ていることが大前提でございます。委員のおっし

ゃるように、保険料を下げるためには、皆さんが
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介護予防事業に積極的に取り組んでいただいて、

介護給付費を下げるしか保険料を下げる方法がな

いということを御理解ください。 

○委員（井上勝博）高齢化が進行しているわけ

で、やっぱり介護サービスというのは当然もう自

然にふえていくと。これは別にみんながそういう

努力をしないからふえていくというのではなくて、

自然増なわけです。 

 だから、責任は市民にはないわけで努力はされ

ているわけですよ、みんな。それはもう介護をさ

れたくないというのは、みんな思いは同じです。

誰だって介護はされたくないですよ、やっぱり。

だから、努力はしているわけです。みんな。よく

散歩をされたりとか、散歩というか、ウオーキン

グをされたりとか、ゲートボールだとか、グラウ

ンドゴルフだとか、できるだけそういうところに

行って健康を保つようにという努力をされている。

食生活も努力をされている。 

 そういう努力をしながらも、しかし高齢者の人

口というのはふえているわけで、介護サービスが

必要とされている自然増があるということであっ

て、これはやっぱり国の制度、県の制度、市の制

度でもってそういう負担をなくしていく、これは

当然のことだというふうに思うんです。 

 だから、考え方としてはやっぱりみんなが努力

しないからという考え方ではないんではないかな

というふうに思うんです。 

○委員長（江口是彦）井上委員の意見の開陳と

して当局もお聞き届けください。よろしいでしょ

うか。何かありましたら、よろしいですか。意見

の開陳として確認したいと思います。 

○市民福祉部長（春田修一）国がこの制度をつ

くったのの根本に返るんですが、保険制度という

ことでございます。そういうことから、それに対

して一般財源の投入というのはなかなか難しいと

いうのが考え方でございます。やっぱし総合扶助

という形で、この保険制度というのは成り立って

いかないと、それに行政のほうが法定外という形

で出すというのはなかなか難しい部分が出てくる

のではないかと思っております。 

 ですので、先ほど課長が言ったように介護予防

というんですか、意識の啓発ということが非常に

重要だというようなこと等で、うちどもとしても

地域支援事業のほうでは目いっぱいの事業を組ん

でいますし、それ以外の単独事業という形の面も

老人福祉施策は組んでいるというようなことで御

理解いただき。 

 それで、先ほどから話が出ています介護ボラン

ティアの話なんですが、やっぱし今後の老人福祉

行政というのは、給付型というのはなかなか難し

くなりつつあると思っています。それはもう財源

の問題もありますが、それよりは意識を高めるこ

とによって、そこに参加することによってという

ような形の支援型にやっぱり変わっていかないと、

財政的には難しいのではないかというような思い

を持っております。 

 そのようなことで、今回おでかけ支援事業を平

成２６年度で廃止しながら、平成２７年のボラン

ティアのほうに入れた。ただ、７０歳以上で誰で

もあった部分を６５歳まで引き下げておりますし、

４,０００円だった部分を５,０００円のポイント

券に拡大しております。かつ老人クラブあるいは

いろんな高齢者団体、そういう方々がサークル活

動としてされている部分、あるいは介護保険事業

として市が呼びかけをしている部分、あるいは地

区コミがしている部分、そういう部分についても

ポイントとしたいということでございますので、

本当に参加しやすいような土壌はできていると思

いますので、後は高齢者の方々が自分の健康は守

るいう、自分の介護は自分で守るというようなこ

とで参加をしていただきたいというふうに考えて

います。 

 ただ、どうしても介護保険の事業でしないとい

けない方というのは当然いらっしゃいますので、

その方は介護保険事業なりの中で対応していくと

いう基本的なスタンスでございますので、御理解

いただきたいと思います。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）これで質疑は尽きたと認

めます。 

 委員外議員から質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 これより討論、採決を行います。討論はありま

せんか。 

［「はい」と呼ぶ者あり］ 
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○委員長（江口是彦）ただいま討論の声があり

ますので、これより討論を行います。まず、本案

に反対の討論はありませんか。 

○委員（井上勝博）保険制度であるということ

であるんですが、国が行っている保険制度であっ

て、やはり負担は軽くする。そして、サービスは

必要な人にサービスするということがやっぱ原則

にしなければいけないというふうに思うんですね。

そういう点では負担が今重くなっているというこ

とと、そしてサービスもこの間でちょっといろい

ろやりとりしている家事援助サービスなどについ

ては、介護保険制度そのもののクリアはされてい

るのに、いわば必要ないという判断で受けられな

いという方々も、既に出てきているということで、

やっぱり私は根本的な改善が求められているとい

うことで反対いたします。 

○委員長（江口是彦）次に、本案に賛成の討論

はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）討論は尽きたと認めます。 

 これより採決します。採決は起立によって行い

ます。本案を原案のとおり可決すべきものと認め

ることに賛成する委員の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（江口是彦）起立多数であります。よ

って、原案のとおり可決すべきものと決定しまし

た。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（江口是彦）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局から説明がありますか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）所管事

務について特段報告する事項はございません。 

 以上です。 

○委員長（江口是彦）では、これより所管事務

全般について質疑に入ります。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）来年度、平成２７年度でも

うすぐですから、やっぱりこのことについてはき

ちんとやっぱりよく議論していかなくちゃいけな

いと思っていますが。その平成２７年度からの介

護保険制度について、先ほど説明があったように

訪問介護と通所介護については市町村が実施する

事業になるということになると思うんです。 

 その際に、サービスの内容については国が定め

る基準がなくなるわけで、そういった点で、その

基準がなくなるということで市町村によっていろ

いろ出てくるということですが、その辺について

は本当に今までのサービスを後退させないという

ふうなことができるのかどうか、考えていらっし

ゃるのかどうか、その辺についてはどうなんでし

ょうか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）法改正

の中で、訪問介護といわゆるデイサービスにつき

ましては、平成２９年４月までに全面的に移行を

するとなっておりますので、平成２７年度、平成

２８年度については猶予期間があると理解をして

おります。あわせまして、改正後の国の考え方等

も参考にしながらしていきたいと旨のことを第

６期の策定委員会の皆様方に諮りながら、移行時

期は考えていきたいと思っています。 

 以上です。 

○委員（井上勝博）要介護３以下の１、２とい

う方々は入所を、特別の事情を除いて認めないと

いうことになる方向があるわけですが、しかし実

態、要介護１、２の方々というのもそこら辺のや

むを得ない事情という非常に曖昧なところで切ら

れてしまうと、かなり入所したいという方々の希

望さえもそこで断ち切られてしまうということに

なるわけで、これについては同じように平成

２９年４月からということで猶予されているんで

すか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）まだ、

改正案の段階でありますので断言はできませんが、

その要介護１、要支援から要介護２、要支援は当

然入れないわけですけども、要介護１、２の方の

特別養護老人ホーム等の入所につきましては平成

２７年４月１日から適用されると判断しておりま

す。あわせまして、委員がおっしゃるように特段

の事情がある方というようなことで、要は言われ

ておりますが、詳細についてはわかっておりませ

ん。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）よろしいでしょうか。質

疑ほかに。 

○委員（新原春二）先ほど、在宅医療支援セン

ターの設置準備で予算がついていますけど、この

具体的な流れ。今は在宅でされておる方もあるし、



 - 23 -  

施設の中にも医師のほうが訪問されている方もあ

るんですが、そのセンターで今後やっていくとい

うのはどんな、実際どんな感じになりますか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）一つの

例と考えていただけたらと思いますが、病気、け

が等で入院をされておりました方が、退院をする

ときにスムーズに在宅で介護を受けられる。併せ

せて必要な医療も在宅で提供できるように、入院

時の情報であるとか、本人さんの状態であるとか

を、スムーズに介護保険事業所あるいは在宅医療

になる方、訪問看護というものがあるわけですが、

そういった方々に情報提供をつなぎながらスムー

ズに在宅復帰ができるように、あるいは在宅に帰

っても必要なときにはすぐに医療に結びつけられ

る。緊急時には入院できるようにという、その連

携体制をつくるというのが主な目的でございます。 

 以上でございます。 

○委員（新原春二）今、包括支援センターなり、

デイケアセンターがあるんですけども、そういう

ようなものと連携をしていくと。特にまだ、別に

包括支援センターみたいに事務所をつくってどう

こうするということじゃないんですか。 

○高齢・介護福祉課長（仙名浩貴治）事務所

といいますか、やはり職員が常駐をして、医師と

の連絡調整であるとか、それから介護保険事業所、

訪問介護、訪問看護等の介護保険事業所との連携

調整であるとか、そういったことを行うのと併せ

まして市民の方といいますか、要介護者、家族そ

ういった方々の相談にも乗っていただくというよ

うなことを想定していますので、拠点といいます

か、事務所的な、事務スペース的なものは必要に

なってくると考えております。 

 以上です。 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないものと認めま

す。 

 以上で、高齢・介護福祉課の審査を終わります。

御苦労さまでした。 

 これで、休憩したいと思います。 

        ～～～～～～～～～～ 

        午前１１時５８分休憩 

        ～～～～～～～～～～ 

        午後 ０時５８分開議 

        ～～～～～～～～～～ 

○委員長（江口是彦）休憩前に引き続き会議を

開きます。 

────────────── 

△福祉課の審査 

○委員長（江口是彦）次に、福祉課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（江口是彦）先ほど、審査を一時中止

しておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川

内市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長に概要説明を求めます。 

○市民福祉部長（春田修一）それでは、福祉課

の当初予算の概要について御説明させていただき

たいと思います。 

 本市におきます保護世帯数につきましては、ほ

ぼ変動がない状態でございまして、生活保護費、

給付費でございますが、前年度の実績見込み等も

勘案しながら、積み上げ方式で算定した結果、前

年度当初予算と比較して１,０１７万４,０００円

の減を計上させていただいたところでございます。 

 福祉課の当初予算の概要は、私のほうからはこ

れで終わりますが、生活保護の状況等も含め、予

算の内容について引き続き課長のほうから詳細説

明をさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）では、引き続き当局に補

足説明を求めます。 

○福祉課長（坂元安夫）それでは、福祉課の当

初予算について、御説明を申し上げます。 

 まず、歳出につきまして説明いたしますので、

予算調書の１４２ページをお開きください。 

 ３款１項１目社会福祉総務費、事項、行旅病人

等取り扱い事務費は１０７万８,０００円でござい

ます。 

 行旅病人等に係る県委託業務でございまして、

経費の主なものは行旅病人等にかかわる医療費、

葬儀の委託料などでございます。 

 次に、事項、住宅支援給付事業費は９７万

２,０００円でございます。経費の主なものは離職

者であって、就労能力及び就労意欲のある方のう
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ち、住宅を喪失または賃貸住宅に居住し住宅を喪

失する恐れのある方に対しまして、一定の条件の

もとに原則３カ月間、最長６カ月間の住宅手当を

支給するものでございます。その経費につきまし

て計上してございます。 

 次に、予算調書の１４３ページをお開きくださ

い。 

 ３款４項１目生活保護総務費、事項、生活保護

管 理 運 営 費 の 事 業 費 は １ 億 １ , ６ ７ ９ 万

２,０００円でございます。 

 生活保護法の施行事務に係る経費で、経費の主

なものは生活保護者に係る医療要否意見書等の審

査を行う福祉事務所嘱託医２名の報酬、職員

１４名分の人件費、各種調査などに係る通信運搬

費、社会保険診療報酬支払基金への医療支払基金

審査手数料等のほか、生活保護システム補修委託

等や職員の社会福祉主事任用資格取得のための

１名分の認定講習会負担金などでございます。 

 次に、事項、自立支援プログラム策定実施推進

事業費の事業費は５２７万４,０００円でございま

す。 

 経費の主なものは、被保護者の稼働年齢層の就

労支援を図るための就労支援員１名と保護世帯に

おける子どもの健全育成を図るため、日常生活の

自立支援、養育支援、教育支援等行う就学・子育

て支援員１名を雇用するために要する経費などで

ございます。 

 次に、予算調書の１４４ページをお開きくださ

い。 

 ３款４項１目生活保護総務費、事項、生活保護

適正実施推進事業費は１,３７７万４,０００円で

ございます。 

 生活保護事務の適正実施に要する経費で、経費

の主なものは生活保護面接相談員、２名、診療報

酬明細書点検業務嘱託員、年金調査員、医療扶助

相談・指導員及び適正保護推進員、それぞれ各

１名の合計６名の嘱託員を雇用する経費のほか、

県下各市町村査察指導員会議負担金などでござい

ます。 

 次に、３款４項２目扶助費、事項、生活保護費

は生活に困窮する住民に対し、自立を助長するた

め、生活保護に係る生活扶助、住宅扶助、介護扶

助、医療扶助等に要する経費１６億３,５５８万

７,０００円でございます。 

 経費の主なものは、保護者への衣食その他の日

常生活の需要を満たすための生活扶助費、病気や

けが等の治療を必要とするときの医療扶助費など

でございます。 

 なお、生活扶助費、医療扶助費この二つの扶助

費で、生活保護に係る扶助費の約９割を占めてご

ざいます。 

 平成２５年１２月の保護人員は７６０世帯、

９９２人でございます。一年前の同時期の平成

２４年１２月と比較してみますと、保護世帯数は

６世帯の増、保護人数につきましては９名の減と

なってございます。 

 生活保護の状況につきましては、後ほどの所管

事務調査の中で資料に基づき説明いたさせていた

だきたいと思います。 

 続きまして、歳入につきまして御説明申し上げ

ます。 

 予算調書の３２ページをお開きください。 

 １５款１項１目民生費負担金の生活保護費負担

金１２億２,６６９万円は、生活保護の扶助費に要

する経費について、国から４分の３の負担を受け

入れるものでございます。 

 次に、１５款２項２目民生費補助金の生活保護

適正実施推進事業補助金１,３１７万４,０００円

は、被保護者世帯の自立を支援する経費や生活保

護面接相談員、年金調査員、適正保護推進員等の

雇用により、生活保護事務の適正化を図るための

経費について、国から補助を受けるものでござい

ます。 

 次に、１６款１項１目民生費負担金の生活保護

費負担金２,０００万円は、被保護者で居住地がな

いか、または明らかでない者につきまして、生活

保護法第７３条に基づき市町村が負担した保護費

等の４分の１について、県から県の負担分として

受け入れるものでございます。 

 次に、１６款２項２目民生費補助金は６２４万

１,０００円であり、まず社会福祉補助金９７万円

は、住宅手当支援給付事業の住宅手当支給に要す

る経費につきまして、県から補助を受けるもので

ございます。 

 次に、生活保護費補助金２９５万５,０００円は、

保護世帯における子どもの健全育成を図るため、

日常生活の自立支援、養育支援、教育支援等を行

う就学・子育て支援員１名の雇用に要する経費に
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ついて、県から補助を受けるものでございます。 

 次に、同じく生活保護費補助金２３１万

６,０００円は、生活保護受給者の就労支援を行う

就労支援員１名の雇用に要する経費について、県

から補助を受けるものでございます。 

 次に、１６款３項２目民生費委託金は１２７万

３,０００円であります。まず、社会福祉費委託金

１０６万１,０００円につきましては、行旅病人等

の対応に要する経費につきまして、県から受け入

れるものでございます。 

 次に、生活保護費委託金２１万２,０００円につ

きましては、生活保護世帯の中から家計簿をつけ

ていただき、支出状況等の調査を行う社会保障生

計調査に要する経費につきまして、県から受け入

れるものでございます。 

 これにつきましては、県が国から委託を受けて、

県から依頼がなされた県内５市の福祉事務所が実

施するものでございます。 

 以上で説明を終わります。御審議のほどをよろ

しくお願い申し上げます。 

○委員長（江口是彦）ただいま当局の説明があ

りましたが、これより質疑に入ります。御質疑願

います。 

○委員（井上勝博）生活扶助基準の削減という

のは、どういうふうに金額的にはどなっているか、

２０１４年度。それはわかるんですか。 

○福祉課長（坂元安夫）基準の見直しが平成

２５年８月からなされたところでございまして、

３カ年をかけて見直しがなされたところでありま

す。 

 しかしながら、今回消費税の関係もございまし

て、再度平成２６年度につきましては見直しがな

されております。 

 これは今後、告示をされて決定していくもので

ありますが、先般説明がなされた中では、まず物

価の動向等勘案するという考え方に基づいて、必

要な措置を行うということで、引き続きことしが

２年目になりますので、２年目の適正化を実施す

るということが言われております。 

 当然、その影響の額等については、これは世帯

の構成、年齢構成を含めてそういうので変わって

くるということが言われております。 

 それと、平成２６年度に見通される国民の消費

動向等を総合的に勘案して、平成２６年度の扶助

費についてはプラス２.９％増、これを基準額を見

直すということが示されてございます。 

 なお、この平成２６年度の年間消費支出の見通

しの伸びについては、消費税の引き上げによる影

響も盛り込んだものであるということが示されて

ございます。 

 以上でございます。 

○委員（井上勝博）その生活扶助で削減分はゼ

ロでプラスになると扶助費は、ということなんで

すか。 

○福祉課長（坂元安夫）個々の世帯でいきます

と、具体的にはまだ実はもう先週金曜日に示され

たばかりで、細かい計算が詳細の分析までは至っ

ておりませんが、ちなみに夫婦、子ども１人世帯

で主が、これは、６５歳の単身高齢者世帯。これ

について平成２６年４月を見てみますと３％の、

平成２５年８月に改正になりましたので、平成

２５年８月と平成２６年４月を比較してみますと、

１,９６０円の基準額が上がっています。率にしま

すと、３.６％の伸びということになっているよう

でございます。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）では、質疑は尽きたと認

めます。 

 委員外議員から質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 ここで、議案第３７号に係る審査を一時中止し

ます。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（江口是彦）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○福祉課長（坂元安夫）それでは、市民福祉委

員会資料に基づき、生活保護の状況につきまして、

説明を申し上げます。 

 資料は、３４ページでございますので御参照願

います。 

 まず、１、被保護人員及び保護率の年次推移に

ついてでございます。 
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 生活保護受給者の国における人数は、平成

２０年３月時点をごらんいただきますと、

１５６万６,６６８人であったものが、平成２５年

３月には２１６万１,０５３人と、５年で１.４倍、

約５９万人にふえております。過去最多の受給者

数となってございます。 

 本市におきましては、保護人員が平成２０年

３月に８５０人であったものが、平成２５年

１２月には９９２人と１４２名増の１.２倍となっ

てございます。 

 数値だけからは一定の高どまりに見てとれます

けれども、経済情勢・雇用情勢等まだまだ厳しさ

があるというふうに考えておりまして、人員及び

保護率とも今後も増加をするのではないかという

ふうには考えてございます。 

 次に、２、本市世帯類型別の推移につきまして

は、平成２０年３月時点で６３３世帯であったも

のが、平成２５年１２月には７６０世帯であり、

１２７世帯増の１.２倍になってございます。 

 平成２５年１２月の世帯類型別を見てみますと、

最も多い順に高齢者世帯３４４世帯の４５.２６％、

次に傷病者世帯１５１世帯の１９.８７％、次にそ

の他世帯１３２世帯１７.３７％となってございま

す。この三つの世帯類型で８２.５％を占めてござ

います。 

 全ての世帯類型におきまして、平成２０年３月

時点より平成２５年１２月時点は、保護受給世帯

が増加していますが、特にその世帯において平成

２２年以降その割合が大きく増加してございます。 

 このその他世帯はどういう世帯であるかにつき

ましては、１５歳から６５歳未満の稼働年齢層の

者を含む世帯のことで、高齢者や障害者が含まれ

ている世帯でもあります。 

 その他世帯の増加につきましては、平成２０年

のリーマンショックによる世界的な金融危機によ

る経済不況によりまして、国内においては製造業

等を中心に仕事が減少したことなどから、稼働年

齢層において生活保護を受ける方が全国的にふえ

たものと考えられます。 

 これらその他世帯を含め、稼働年齢層で就労可

能な方の対応につきましては、平成２０年度から

就労支援の嘱託員を配置しまして、就労意欲の喚

起、履歴書の書き方や面接の受け方の指導、ハ

ローワークへの同行訪問、面接の同行などを行っ

てございます。 

 なお、就労支援員の具体的な実績についまして

は、平成２４年度におきましては就労支援員が直

接支援を行い、就労した者が３４名、そのうち保

護廃止となった世帯が９世帯の実績でございます。 

 今後も、福祉から就労の取組みを、地道に根気

強く取り組む考えでございます。 

 次に、３、県内の保護率についてでございます。

平成２５年３月の本市の保護率は１０.１７パーミ

ルでございまして、約１００人に１人が生活保護

者ということになってございます。 

 なお、本市の保護率につきましては県内１９市

中、保護率の高い順位から１６位となってござい

ます。 

 以上で、生活保護の状況についての説明を終わ

ります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（江口是彦）ただいま説明がありまし

たが、これを含めて所管事務全般について質疑に

入ります。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）車の保有、それからオート

バイの保有、これ一つの全国基準で示されている

わけですけれども、しかし全国基準というのは都

会も田舎も全部同じ一律という扱い方というのは

実態にやっぱ合わないという声があるわけですよ

ね。 

 地域ごとに、生活保護基準というのは分類され

ていますよね。この地域は３でしたっけ、３とか

ね。そういうふうにしてやっているのに、車の保

有とかそういうものになると全国一律。どんなに

不便なところでも同じようにやっているという感

じがするわけですが、そういったものについて意

見を上げることはできないんですか。当局として。

それはどうなんでしょうか。 

○福祉課長（坂元安夫）以前も同様の意見等が

なされたということで、そういう指導員会議とか

そういうものの中で、意見として述べてきたとこ

ろはございます。しかしながら、その中でまずそ

の意見について、例えば県内であるいは九州間内

で取り上げていこうという話までは至らなかった

というふうに聞いてございます。 

 それで、具体的にはそのまず車の保有等につき

ましては、当然実施基準が今言われましたように、

全国共通じゃないかということですが、それが基

本変わらない限りは我々はその基準にのっとって
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適正にやる以外ないというふうに考えてございま

す。 

 それと、当然この生活保護制度の中で実施する

に当たって、非常に難しいといいますか、判断を

迷うところが表現の仕方でございまして、特段の

事由がある場合とかそういうのが文言として実施

順に記載されている場合等がかなり出てきますの

で、それについては当然実施機関としてはケース

診断会議を開催するとともに、まずは県のほうに

確認をとりながら決定しているというのが実態で

ございます。 

○委員（井上勝博）意見を上げていただいて、

全国一律著しく交通の便が悪いところって言った

って、都会の著しく交通の便が悪いというのと、

こちらのほうの著しくというのはもう全然違うわ

けですから。だから、そういったのはやっぱり地

域差があるんだよというのはもうわかっているは

ずだとは思うんですけれども。今後ともその意見

を上げていただきたいなと思います。 

 それから、昨年の臨時国会で生活保護法が改悪

され、私たちは改悪といっていますが、改悪され

てこの７月から実施ということになるわけですが、

このことによる影響というのはどういう影響が出

てくるんですか。 

○福祉課長（坂元安夫）まず結論からですが、

基本現場におきまして影響は全く出ておりません。

取り扱いにつきましても、何ら変わってございま

せん。特に、一番その申請書類の問題だとか、あ

るいはその窓口で申請権を侵害するということで、

水際作戦という言い方をされておりますが、それ

については我々としましてはそういうことが申請

意思のあるものにつきましては、全て受理してご

ざいます。 

 それと、まず職員についてもこれは相談員であ

る嘱託員を含め、全職員にその認識はかなり高い

ものというふうに自負してございますので、その

点は全く影響ないというふうに考えております。 

○委員（井上勝博）生活保護の省令案が出され

て、ちょっと国会での答弁と少し違うような内容

になっていると。パブリックコメントをかけてい

るようですけれども、現場ではこれで不安が生じ

ているというふうに聞いて、報道もされているわ

けですが、今後ともこれまでの対応とは変わらな

いというふうに理解して、安心してよろしいんで

しょうか。 

○福祉課長（坂元安夫）まず、法案可決の段階

で参議院の厚生労働委員会においても御承知のと

おり法的拘束力はないんですが、生活保護改正案

の附帯決議もなされてございます。 

 それは、先ほど申し上げたようなその心配、あ

るいは疑義があるんじゃないかということからだ

というふうに理解してございますが、これらを受

けまして大臣のほうの発言が新聞報道がなされて

おります。それは、まず運用が変わるわけではな

いと、今までどおり。それと、保護を受ける前提

として扶養義務者は要件ではなく、優先するとい

うことだということを強調された発言をされてお

ります。 

 これらのこともありまして、先ほど申し上げま

したけども法の一部改正後においても申請書の不

備などが申請を受理しないことはなく、また扶養

義務の履行が保護要件となっていないところでご

ざいますので、実際の対応はこれまでとかわって

いないというふうに認識してございます。という

ことは、今後も変わらないというふうに考えてご

ざいます。 

○委員（井上勝博）この生活保護制度というの

は、非常に地味な仕事ではありますけれども、し

かし最後のセーフティネットでやはり市民が暮ら

しをする上で最後のよりどころとなるところでも

ありますので、ぜひ今後とも頑張っていただきた

いということです。 

○委員（新原春二）さっきも障害のところでも

話をしたんですが、不正受給の関係で今テレビ・

新聞等マスコミでかなり報道されています耳の聞

こえない作曲家がという話で今なっていますよね。

不正受給のほうの関係で今、かなりなっているん

ですが、生活保護の関係についても役所のほうで

７６０世帯については、きちんと把握をされてい

ると思うんですけども、一般社会の中では全くも

う個人情報の保護の関係で一切出てないわけです

よね。玄関に何か張ってあるとかいうことでもな

いわけですので、全くわからないわけですよ。 

 自治会長あたりはわかっているのかわかりませ

んが、もうほとんど知られていない中で、たまに

会えればあそこはよか暮らしをしちゃっとこい、

ないごてやったろかいというのがあったり、やは

りそういう意味ではこうした不況下においてはそ
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ういう話がぱっと出てくるところがあるんですけ

ども。その生活保護の申請の場合はよくわかるん

ですね。新規申請をしてもらい、その申請に基づ

いて審査をされて決定をすると思うんですけども、

ずっと継続していく場合に、どの時点で例えば

１年なり、３年なりとかどの時点で更新といいま

すか、そういうチェックがされていくのか。 

 大方民生委員さんのところを通っていかれると

思うんです。意見を聞かれると思うんですけども、

そうした社会的な部分についてはもう民生委員の

意見だけというふうになるのか、後はもう役所あ

るいはその審議会の中での審議になっていくのか、

そこ辺がなかなか一般市民にとっては、なかなか

ベールがかかったようで全く透明性がないという

ことからして、余りにも透明になればいけないん

でしょうけども、そこ辺の更新とあり方というの

はそんなふうになっていくんですか。 

○福祉課長（坂元安夫）生活保護制度の中では

毎月の最低生活費ということがまず世帯構成、年

齢世帯構成、そういう部分、障害だとかという加

算だとかいうのを積み上げをまず、それぞれの世

帯ごとで行います。 

 これは、当該月に例えば今月分だったら、今月

支払うとき都度、その毎月基準額と収入額を積み

上げて、その差を持って差があったら支給する。

その差額分だけを収入の差額分だけを支給するの

が生活保護制度ですので、毎月まず更新について

はやっていると。ただし、その当該月だけが例え

ば収入のほうが、基準額より収入より上回ったと

いうことになりますと、その月だけの方もいるの

で、給料によっては。 

 だから、最長６カ月間のその収入状況を勘案し

て、まず保護決定をするということになります。

これが一定期間これはもう必ず上回るなという部

分につきましては、停止だとか、廃止だという措

置をとるということになってございますので、基

本は毎月算定をやって判断していっているという

ことでなっています。 

 それと、民生委員の話がちょっと出ましたけれ

ども、チェックの一つとしてそういう部分がある

かということだと思いますが、以前は要するに保

護申請の段階におきましては民生委員の意見書と

いうのをもらっていた時代があったそうです。実

は、ちょっと私もそこはよく知っていませんけど

も。現在は県内、そういう民生委員の意見書等を

もらっているところはないということ。 

 人件の問題があったりということになってきま

すので。それと、ただ民生委員さんにつきまして

は、開始、廃止、停止も含めてですが、そういう

変更があったやつは担当地域の民生委員さんには

全て通知してございます。民生委員さんのかかわ

りについては、そういう見回りを含めて協力をお

願いしているところでございます。 

○委員（新原春二）民生委員さんのそういう意

見書も何もないということですよね。そしたら、

今度はますますもう一般市民にはわからないとい

うことですよね。そうした場合に、全く生活保護

を受けていらっしゃるということ自体もわからな

いし、どこにどういうのがあっているのか、全く

市民は知り得ないということですので、やっぱり

役所あるいは審議会等がきちんとした把握をして

いかないとまずいんじゃないかなと思いますので、

市も大変でしょうけどもしっかりとまた頑張って

ください。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 委員外議員から質疑はありませんか。 

○議員（森満 晃）今の新原委員の質問に関連

しまして、この生活保護の世帯別の推移で、先ほ

どその他の世帯数で御説明をいただきましたけど

も、その中で今回就労された方が３４名くらいい

らっしゃるということで、そのほかいろいろ原因

はあるんでしょうけども、そのほかの方もやはり

その就労したい、仕事をしたいという欲があられ

るのか、その辺を何か状況はありますか。 

○福祉課長（坂元安夫）非常に難しいところで

はございます。職業選択の自由もございまして、

こちらからこういう賃金の高い仕事があってもや

ってみませんか、しませんかという話もできない

ところでありまして、まずはだからそういう方々

については就労意欲を持ってもらうというところ

から入っている状態でございます。 

○議員（森満 晃）やはり私が見たり聞いたり

する中でも、やっぱりその支給があると、もうタ

クシーでパチンコ屋に行ったりだとか、もう朝か

らビールを飲んでいたりだとか、皆さん２４時間
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一生懸命頑張っていらっしゃる中で、どうなのか

なという部分もあって、何かそういう就労じゃな

くてもそれなりのボランティアなり何なり、やっ

ぱりそういう意識を高める何かあれが出てきても

いいんじゃないのかなって。意見です。 

○福祉課長（坂元安夫）今意見としていただい

た分につきましては、もう日々毎日我々が最も実

は、ワーカーは苦労しているところでございます。

我々も権力を持っている分けじゃございませんの

で、あくまでも助言、指導、その範囲を超えるこ

とができないというのが１点。 

 そこのところを超えてしまうと、ある意味犯罪

かなという部分になってきますので、これはもう

警察のほうに引き渡す以外ないというのが実態で

ございますので。ただいずれにしましても、ワー

カーのほうにおきましては家庭訪問を含めてその

中で生活指導を含めて、日常のまず生活支援、そ

ういう方々も結構いらっしゃいますので、そうい

うのをやっているところであります。 

 いずれにしましても、この点につきましては引

き続き継続して粘り強くやる以外ないかなという

ふうに理解してございますので、そういう周りで

そういう部分がありましたら、今もかなりそうい

う通報等もいただいていますので、それにつきま

しては地道に一件一件対応したいというふうに考

えておりますので、引き続きよろしくお願いいた

します。 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 以上で福祉課の審査を終わります。御苦労さま

でした。 

 子育て支援課の審査に入る前に、協議会を開き

たいと思いますので、子育て支援課はちょっと待

機を。場所は前に来て、待機をお願いしたいと思

います。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後１時２９分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後１時３７分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（江口是彦）休憩前に引き続き会議を

開きたいと思います。 

────────────── 

△子育て支援課の審査 

○委員長（江口是彦）子育て支援課の審査に入

ります。 

────────────── 

△議案第３７号 平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算 

○委員長（江口是彦）先ほど審査を一時中止し

ておりました議案第３７号平成２６年度薩摩川内

市一般会計予算を議題とします。 

 まず、部長に概要説明を求めます。 

○市民福祉部長（春田修一）それでは、子育て

支援課の当初予算の概要について御説明をさせて

いただきたいと思います。 

 子育て支援課全体の予算としましては、前年度

比約１,０００万円の増となっているところでござ

います。 

 本編資料の２ページの一番下でございますが、

新規事業としましては障害・社会福祉課のところ

でも若干述べさせていただきましたが、消費税引

き上げに際しまして子育て世帯への影響を緩和す

るとともに、子育て世帯の消費の下支えを図る観

点から、子育て世帯への臨時特例給付金を、臨時

的な給付措置を行うものとして１億２,０００万円

程度を計上させていただいております。 

 そのほか、保育園費では施設の増あるいは定員

の拡大に伴いまして、運営費の増が約６,０００万

円ほどの増額計上をいたしているところでござい

ます。なお、一般質問等でも平成２７年４月から

の子ども子育て支援制度の創設があるところでご

ざいますが、これにつきましては平成２５年度の

補正予算等におきまして、システムの構築あるい

は支援計画の策定等の予算を計上させていただい

ておりまして、これらについては繰越明許費用の

設定をさせていただいているところでございます。 

 このようなことから、この新制度創設に関しま

す経費につきましては、審議会の開催経費のみと

なっているところでございます。 

 以上、子育て支援課の当初予算概要の説明を終

わらせていただきますが、予算の内容等につきま

しては、この後課長の方から詳細について説明を

させていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）引き続き当局に補足説明

を求めます。 

○子育て支援課長（吉川真一）それでは、平成

２６年度薩摩川内市一般会計予算中、子育て支援
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課分について、まず歳出から御説明申し上げます。 

 予算調書の１４５ページをお開きください。 

 事項は、児童福祉管理運営費でございますが、

児童福祉法の施行と次世代育成支援対策地域行動

計 画 に 基 づく 各 種の 事業 に 係 る 経費 ３ 億

８,２９７万５,０００円で、主なものは右側に記

載のとおり、育児支援・相談等の行政事務及びフ

ァミリーサポートセンター業務に係る嘱託員４名

と子ども・子育て支援会議委員１５名の報酬、そ

れから一般職１０名の人件費、病児・病後児保育

事業、地域子育て支援センター事業委託等のほか、

さまざまな保育ニーズに応え、延長保育・一時預

かり・障害児保育を実施する保育園に対する補助

金ほか、保育所地域活動事業補助金等３件の補助

金でございます。 

 次の、事項、女性・家庭児童相談費は児童への

虐待や配偶者など女性に対するＤＶ等、家庭内の

問題に関する相談業務に係る経費８４１万

４,０００円でございます。 

 主なものは、女性・家庭生活支援相談員３名の

報酬、相談システムの保守管理及びＦＭさつませ

んだいによる広報啓発事業の委託料、社会福祉主

事資格認定負担金のほか、県・市家庭相談員連絡

協議会等負担金、要保護女子の女性相談センター

等への移送費でございます。 

 次は、１４６ページでございますが、事項、子

育て世帯臨時特例給付金給付事業費は、先ほど部

長からもございましたとおり消費税率引き上げに

際し、子育て世帯への影響緩和と消費の下支えを

図り、臨時的な措置として給付金を支給する事業

に 要 す る 経 費 、 こ れ が １ 億 ２ , ４ ９ ２ 万

５,０００円でございます。 

 経費の主なものは、電算システムの改修委託料

や人件費、郵便料等の事務費と、支給対象となり

ます１月分の児童手当受給児童数、これを１万

１,０６３人と見込んだ給付金でございます。 

 なお、この給付金の制度概要につきましては委

員会資料に、一番最後のほうにつけてございます

ので御参照ください。 

 次の、児童手当福祉費は中学校修了まで支給さ

れ る 児 童 手当 給 付に 係る 経 費 で 、１ ７ 億

４,５１８万５,０００円でございます。これは、

全額扶助費で児童手当の総額となっております。 

 あけていただきまして、１４７ページ。 

 事項は児童館費です。放課後児童クラブの管理

運営等に係る経費８,５６６万円で、経費の主なも

のは現在１７クラブでございますが、これらの運

営に対する放課後児童健全育成事業補助金、障害

児を受け入れるクラブに対する放課後児童クラブ

支援事業補助金、これら２件は県の補助事業でご

ざいます。 

 以下、市の単独でございますが、放課後児童ク

ラブ施設整備補助金、債務負担行為分は育英児童

クラブのプレハブ賃借に係る補助でございます。 

 次の児童クラブ設立支援事業補助金は、新設ク

ラブの開設準備経費に対する補助、児童クラブ活

動支援事業補助金は，児童クラブのない地域の児

童を受け入れるクラブや、民間の家屋を賃借して

いるクラブに対する補助でございます。 

 そして最後の放課後児童クラブ運営費補助金は、

児童数の多少による運営・活動内容の不均衡の是

正を図るものでございます。 

 次の、事項、保育所運営費、認可保育所２９園

とへき地保育所２園の運営に係る経費でございま

すが、２４億３,２１４万５,０００円でございま

す。 

 経費の主なものは、へき地保育所関係で下甑の

保育業務嘱託員報酬、里の管理代行委託等でござ

います。それから、認可保育所関係では、保育士

等の処遇改善を図る保育緊急確保事業補助金、そ

して認可保育園２９園の運営費２３億６,０７４万

９,０００円の扶助費でございます。 

 次は、１４８ページになりますが、事項、母子

福祉対策事業費は、ひとり親家庭等に対する援助

に係る経費７,９７７万５,０００円で、経費の主

なものはひとり親家庭等医療費助成に係る医療費

集計機関審査手数料、それから母子寡婦福祉会運

営費補助金、そして母子寡婦家庭自立支援給付金

は、就業に必要な能力開発や資格取得を支援する

もので、自立のための教育訓練等を受けた母親等

に支給するものでございます。 

 ひとり親家庭等医療費助成は、母子・父子世帯

及び父母のいない子どもを養育している家庭の医

療費を助成するものでございます。 

 事項、児童扶養手当福祉費でございますが、父

母の離婚などによりひとり親となった父または母、

あるいはこれらにかわる児童の養育者に対し支給

さ れ る 児 童扶 養 手当 給付 に 係 る 経費 ５ 億
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１,６００万円で、全額扶助費、手当総額でござい

ます。 

 次は、１４９ページになります。 

 事項、母子生活支援施設措置費は、ストーカー

や暴力、ＤＶ、生活困窮といった問題を抱える母

子の生活支援施設への入所措置に要する経費

８３２万９,０００円で、全額扶助費でございます。 

 次の、子ども医療費助成費は中学校修了までの

子どもに係る医療費の自己負担額を全額助成する

経費で３億６,８９９万８,０００円、経費の主も

のは医療費集計機関等審査手数料と医療費助成の

扶助費、県の補助対象事業分と中学校まで無料と

する市単独分それぞれ記載の金額でございます。 

 以上、歳出でございました。 

 引き続き、歳入の主なものについて御説明申し

上げます。 

 予算調書は３３ページに戻っていただきたいと

思います。 

 負担金、民生費負担金４億７ ,２７１万

６,０００円でございますが、児童福祉費負担金で

保育所保護者負担金、いわゆる保育料が主なもの

で、もうほとんどでございます。 

 それから、一つ飛びまして国庫負担金、民生費

負担金２２億５,９０２万７,０００円は、児童福

祉費負担金でございますが、児童扶養手当、保育

所運営費、児童手当等に充てるものでございます。 

 次 の 、 国庫 補 助金 、 民 生 費 補 助金 １ 億

３,９７４万９,０００円は、社会福祉費補助金及

び児童福祉費補助金で、子育て世帯臨時特例給付

金の給付事業・事務費補助金でございます。それ

から、母子家庭自立支援給付金事業補助金、これ

らが主でございます。 

 県負担金、民生費負担金６億９,５８７万

４,０００円は、児童福祉費負担金で保育所運営費、

児童手当等に充てるものでございます。 

 次の、県補助金、民生費補助金３億１,０９５万

７,０００円は、児童福祉費補助金で、ひとり親家

庭医療費助成事業、放課後児童健全育成事業、保

育対策等促進事業、そして保育緊急確保事業等補

助金が主なものでございます。 

 次の、県補助金・衛生費補助金４,７１２万円は、

保健衛生費補助金の乳幼児医療費補助金でござい

ます。 

 以上、歳入でございますが、平成２６年度薩摩

川内市一般会計予算中、子育て支援課分について

の説明を終わります。 

 よろしく御審議賜りますようお願い申し上げま

す。 

○委員長（江口是彦）これより質疑に入ります。

御質疑願います。 

○委員（井上勝博）放課後児童クラブなんです

が、かなりあちこちにできてきているわけですが、

これについてはやはり保育所と同じように待機児

童という考え方というのはあると思うんですが、

この待機児童というのは把握されているんでしょ

うか。 

○子育て支援課長（吉川真一）保育グループ長

に答弁いたさせます。 

○保育グループ長（石走利和）放課後児童クラ

ブの待機児童についてということで、昨年５月、

厚生労働省の調査時点で市内で２０名の待機児童

がおります。 

○委員（井上勝博）待機児童の考え方というか、

要するに学童保育のある、学童保育はどこからで

も入れるわけですよね。ただ、地域的にないとこ

ろでそもそもそういう希望をするにしても余りに

も遠すぎるという場合はカウントされていないと

いう考えですかね。 

○保育グループ長（石走利和）今申し上げまし

た２０名というのは、各クラブに申し込みがあっ

たんですが、結果入れなかったという児童の数に

なります。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑はありませ

んか。 

○委員（井上勝博）ひとり親家庭の医療費助成

についてなんですが、これは後でもいいんですけ

れども、今現状は子どもの医療費もあるわけです

が、子どもの医療費は自動償還払いでひとり親家

庭については違うわけですよね。申請されている

と。もしこの窓口の現物給付ということになれば、

ひとり親家庭もいわば自動的に窓口というふうに

なると考えていいんでしょうか。 

○子育て支援課長（吉川真一）制度自体が現物

給付ということになれば、もう一律同じ取り扱い

になると考えていいかと思います。 

○委員（井上勝博）それから、医療費助成につ

いて中学校まで無料化が行われておりますが、県

内各地で今度は高校までというところがふえてき
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ております。 

 私が聞いたので南大隅町、それから曽於市、そ

れからあと二つくらい、もう高校までというとこ

ろがどんどんふえてきているようなんですね。最

初は、中学校の医療費の無料化をいち早く薩摩川

内市が始めて、注目もされたんですが、今ではど

んどんほかの他市町村もそれを追い越してきてい

るという状況になってきているという状況になっ

てきているわけで、やっぱりいわば子育てをしや

すい地域なんだよということをアピールするとい

うことが目的の一つにもあったわけですので、い

よいよこの年齢を引き上げていかなきゃいけない

んじゃないかという考えはなんでしょうか。 

○子育て支援課長（吉川真一）どんどん高校ま

での助成の動きが広まっているということでした

けど、現在１９市を見ますと９市が中学校まで、

それから５市が小学校まで、２市が小学校は３年

まで、３市が中学前までといった状況でございま

す。市につきましては。それと２市が委員がおっ

しゃいましたとおり高校卒業、１８歳到達後最初

に来る３月の３１日までといった扱いになってお

りますが、現在のところ、薩摩川内市において高

校までの拡大ということは考えておりません。 

○委員（井上勝博）市長も現在のところは考え

ていないとおっしゃっていますけれども、情報と

しては二つというのはさっき言ったようにもう確

定しているわけですが、報道もされているわけで

すが、予算化されているところが一つ、もう一つ

やろうというところで、もう踏み出してきている

ということで、これからそういうところがふえて

いくだろうと。 

 もう中学校卒業までが９市ということで、かな

り広がってきているということなので、ぜひ子育

て支援課としては頑張っていただきたいなと思い

ます。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

○委員（中島由美子）保育園の待機児童は、ど

うなったでしょうか。 

○子育て支援課長（吉川真一）保育グループ長

がお答えいたします。 

○保育グループ長（石走利和）今年度の待機児

童でいいますと、現在２３３名が待機児童になっ

ております。来年度、平成２６年度の申し込みを

１２月に受けつけまして、現在１１６名の待機児

童が出ております。ただ、この１１６名というの

は一次選考が今終わった時点での人数でありまし

て、今また二次選考、三次選考している途中であ

りますので、また今からどんどん減ってはいく数

字であります。 

 以上です。 

○委員（中島由美子）何とか、ゼロに向ってい

けるんでしょうか、見込みはどうですか。 

○子育て支援課長（吉川真一）代理のほうが答

弁いたします。 

○課長代理（西田光寛）今説明がありましたと

おり、４月の申し込みの時点の待機が１１６名い

るんですけども、年齢別の保育園の各園の空き状

況ということでは、空き状況は１２８あるんです。 

 ただ、そこの園でないといけないとか、偏りが

あったり、あと年齢でも大分偏りがあります。ゼ

ロ歳児、４歳児、５歳児は幾らか入れる余裕はあ

るんですけれども、１、２、３、ここの年齢層は

もう今のところほとんどどこも入れないというよ

うな状況になってきていますので、その辺の申し

込み者との折り合いがつけば少しは待機児童も減

るのではないかと思いますけれども、今後ふえて

いくニーズにちょっと今の状況ではちょっと難し

いかなというような状況です。 

○委員（中島由美子）大変だと思うんですけど、

なるだけゼロに向かって努力をしていただきたい

と思います。 

 あともう１点は、その認定こども園が今私市立

の幼稚園の関係が、保育園と認定こども園という

のかな、そういう感じになっておられるんですが、

今後まだふえていく可能性があるんでしょうか。 

○子育て支援課長（吉川真一）現在、委員おっ

しゃいますとおり認定こども園は２カ所でござい

ます。青山幼稚園の認定こども園、それから川内

幼稚園の認定こども園、ほかの幼稚園さんも実際

実質的には保育園は併設してやっておられるとこ

ろがほとんどで、あと市内の幼稚園でのぞみ幼稚

園、それからみくに幼稚園、それから純心幼稚園、

これらが併設でしておられまして、のぞみ幼稚園

が今、施設整備された上で平成２７年度から認定

こども園化ということで動いておられます。 

 あとは、こちらのほうに情報は入っておりませ

んが検討中のことかと推測しております。 
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 以上です。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑はありませ

んか。 

○委員（井上勝博）この保育園の待機児童につ

いてありましたけど、例えば１２８があいている

ということであるならば、少々遠いところでも例

えば幾らかありますよと、幾らかガソリン代を出

しますよと。新しくつくるよりそれで、そういう

ことは考えられないんでしょうか。 

○子育て支援課長（吉川真一）現状ではあくま

で現行制度内での対応といたしております。 

○委員（井上勝博）ベビーシッターの事件があ

って、亡くなったということで待機されている方

の切実さがそこまでであったのかというふうに再

認識をさせられたわけで、我が市でそういう事件

が起こらないとは限らないわけで、緊急の待機児

童解消のための緊急にやっぱりやらなきゃいけな

いんじゃないかというふうにも思うわけですね。

その点の、今までの延長線上じゃなくて、この事

件を受けて一刻も早くこの問題を解決するという、

そういう認識というのはないですか。 

○子育て支援課長（吉川真一）課長代理のほう

が答弁いたします。 

○課長代理（西田光寛）先ほど４月時点の待機

児童が１１６名って御説明しました。この内訳を

申し上げますと、家庭外労働で既に就職、仕事に

ついていらっしゃる方が５３名、今から仕事を探

しますという方が約半分の５４名いらっしゃいま

す。 

 だから、５４名の方は今のところそこまで差し

迫っていないというかそういう、今後そういう希

望があるという認識でいるものですから、私ども

としましてはできるだけこの５３名の方を優先的

に何とか見つけていって、保育ができるような状

態にしていきたいというふうに今、考えていると

ころです。 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 以上で、議案第３７号平成２６年度薩摩川内市

一般会計予算のうち、本委員会付託分について質

疑が全て終了しましたので、これより討論、採決

を行います。 

 討論はありませんか。 

［「はい」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）ただいま討論の声があり

ますので、これより討論を行います。 

まず、本案に反対の討論はありませんか。 

○委員（井上勝博）今回の一般会計予算は、一

つは消費税増税を前提にして市民の負担が一層ふ

えることが前提となっているということと、社会

保障の削減という傾向が強まってきているという

内容になっています。 

 また、これはここではなかったわけですけども、

ナイター施設の売却を進めるとか、マイナンバー

制度の導入だとかいう問題も含まれておりまして

本会議の中で……。 

［「よそのとを」と呼ぶ者あり］ 

○委員（井上勝博）わかりました。よそのとは

言わないでそういうことで、本会議でまた改めて

討論いたしますが、反対いたします。 

○委員長（江口是彦）次に、本案に賛成の討論

はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）反対の討論はありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）討論は終結したと認めま

す。 

 採決します。採決は起立により行います。 

本案を原案のとおり可決すべきものと認めるこ

とに賛成する委員の起立を求めます。 

［賛成者起立］ 

○委員長（江口是彦）起立多数であります。よ

って、原案のとおり可決すべきものと決定しまし

た。 

────────────── 

△所管事務調査 

○委員長（江口是彦）次に、所管事務調査に入

ります。 

 当局に説明を求めます。 

○子育て支援課長（吉川真一）所管事務調査の

ほうは特に資料はございませんけど、平成２７年

度４月から開始予定の子ども子育て新制度につき

まして、本会議のほうでも江口委員長の質問に対

しまして、部長が答弁しておりますが、その件に

ついて現状、今後の日程等についてお話させてい
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ただきたいと思います。 

 昨年の１２月１９日に、委員１５人からなる第

１回子ども子育て会議を開催いたしまして、１月

の末から２月初旬にかけて住民アンケート調査を

実施したところでございます。今月中には、国か

ら認可認定運営等の基準が示されるということで

ございますが、続けてまた６月までにはサービス

内容の公定価格の仮単価が示される予定となって

おります。 

 新制度開始までの作業スケジュールにつきまし

ては、昨年の９月議会で本委員会においてお示し

しておりましたとおり、今後示される国の規準等

に基づきまして、各条例案を作成し、６月議会、

９月議会に提出していくことと、それからニーズ

調査結果を踏まえた子ども子育て支援事業計画の

策定や、制度運営に必要なシステム開発について

も並行して進めてまいるということとしておりま

す。 

 何分、国の情報を待ちながら限られた期間での

作業となってまいりますが、利用者への周知期間

も含めまして、平成２７年度の新制度移行に支障

のないよう進めて参りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○委員長（江口是彦）ただいま説明がありまし

たが、これを含めて所管事務全般について質疑に

入ります。御質疑願います。 

○委員（井上勝博）この子ども子育て支援制度

というのはなかなか理解ができなくて、保護者と

施設側が直接契約をするというふうな内容になる

って聞いているんですけれども、いわば介護保険

制度のようになると。その際に、要介護度みたい

なやつで、子どもに対してレベルというか、段階

をつけていくと、そんなやり方だというふうに聞

いていたんですが、その辺についてはどうなって

いるんですか。 

○子育て支援課長（吉川真一）今、委員がおっ

しゃったのはまず現在幼稚園と保育園、それから

認定こども園ございますけど、幼稚園が適当とい

った子どもは１号該当という区分がまずされます。

それから２号該当ということで保育の必要なゼロ

歳から３歳未満児、これが２号と区分されます。

そして、３号がそれを超える３歳以上の保育を必

要とする子どもたちといった区分がございまして、

これの認定をまずやるという作業が出てまいりま

す。 

 それから、子ども一人一人に対して保育の必要

量、どの程度の時間の保育が必要かといったこと

の判定といいますか、そういった作業をやった上

での保育に入ることになっていきます。 

○委員（井上勝博）その場合に保育料というの

はどうなんですか。 

○子育て支援課長（吉川真一）先ほど申しまし

た公定価格というもので、国が現在検討中でござ

いますが、従来と保育園に関しましては大きく変

わるところはないと見込んでおりますけど、確定

的なものが示されるのが、骨格という形で示され

るのが６月ということですので、現時点ではまだ

その御質問に関してはお答えできない状況でござ

います。 

○委員長（江口是彦）ほかに御質疑ありません

か。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑は尽きたと認めます。 

 次に、委員外議員から質疑はありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）質疑はないと認めます。 

 以上で、子育て支援課の審査を終わります。 

 ここで休憩します。 

         ～～～～～～～～～ 

         午後２時 ８分休憩 

         ～～～～～～～～～ 

         午後２時１０分開議 

         ～～～～～～～～～ 

○委員長（江口是彦）休憩前に引き続き、会議

を開きます。 

────────────── 

△乳幼児医療費・重度心身障害者医療費等

助成の現物給付式の実現を求める意見書の

提出について 

○委員長（江口是彦）きのう中島委員から意見

書提出の提案がありましたので、乳幼児医療費重

度心身障害者医療費等助成の現物給付式の実施を

求める意見書の提出についてを日程に追加して、

これを議題にしたいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）御異議なしと認めます。

よって、日程に追加してこれを議題にいたします。 
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 まず、先ほどもう配付をしてありますので、特

に副委員長のほうから趣旨説明というか、補足説

明があったらお願いします。 

○委員（中島由美子）鹿児島市においても乳幼

児医療費、重度心身障害者医療費等、この「等」

の中にひとり親家庭も入っていると思っておりま

すが、それの現物給付方式の実施を求める意見書

が採択をされて意見書が出されるということで、

鹿児島県においては本当に九州内でも、もう鹿児

島県とあと１カ所くらいができていないと聞いて

おりますので、何とか現物給付を実現してほしい

という意味で、本市でもこの意見書を出したいと

思っておりますので、御協力をお願いします。 

 以上です。 

○委員長（江口是彦）意見書案の朗読要ります

か。よろしいですか、一応読んでみましょうか。

意見書案について書記に朗読をお願いします。

（朗読内容は省略、巻末に意見書（案）を添付） 

○委員長（江口是彦）意見書案の朗読でした。

これから質疑に入りたいと思いますが、御質疑、

また意見等あったら述べてください。 

○委員（瀬尾和敬）鹿児島県が行っている乳幼

児医療費、重度心身障害者医療費等の助成事業を、

現物給付方式にしてほしいということ。これが可

能になると、例えば薩摩川内市で行っている中学

校までの医療費の無料化についても、こっちとし

てはもうできると、これさえあれば、これができ

ればこっちももちろんできるんだという認識でい

いわけですね。確認します。いいですね。 

○委員長（江口是彦）よろしいですか。 

○委員（瀬尾和敬）わかりました。 

○委員長（江口是彦）ほかにございませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）では、質疑は尽きたと認

めます。 

 それでは、委員会として本意見書案を本会議に

提出することに御異議ありませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）御異議ありませんので、

そのように決定しました。 

 なお、文書等の軽微な変更については委員長に

御一任願います。 

────────────── 

△委員会報告書の取扱い 

○委員長（江口是彦）以上で、日程の全てを終

わりましたが、委員会報告書の取りまとめについ

ては、委員長に御一任いただくことに御異議あり

ませんか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）御異議なしと認めます。

よって、そのように取り扱います。 

────────────── 

△閉会中の継続調査及び委員派遣 

○委員長（江口是彦）次に、閉会中の継続調査

及び委員派遣について一括してお諮りをいたしま

す。 

 閉会中の継続調査については、お手元に配付の

とおり議長に申し出たいと思います。また、閉会

中に行政視察を実施することとしますが、具体的

な調査内容等は調整が必要となりますので、委員

派遣の手続は委員長に御一任いただきたいと思い

ます。（資料は巻末に添付） 

 さらに、閉会中に現地視察など、委員派遣を行

う必要がある場合は、その手続を委員長に御一任

いただきたいと思いますが、そのように取り扱う

ことに御異議はありませんか。 

○委員（新原春二）全く異議はないんですけど

も、先ほど今議論になりました子育て会議の関係

で、なかなかわからないという大体ニュアンスは

つかめたんですけども、実際現場で、現場が非常

に混乱をしているみたいなんです。認定こども園

のほうからも私も相談を受けて、どうにか議会の

方々と勉強会をしたいという話がありましたので、

そういうものを呼びかけて１回勉強会を園でする

のか、こっちでするのか、委員長、副委員長にお

任せしますので、ぜひそういうふうな機会をつく

っていただきたい。６月以降でいいと思う。制度

が見えないとちょっと無理ですので、よろしくお

願いいたします。 

○委員長（江口是彦）わかりました。そのよう

に副委員長、事務局とも調整の上、諮りたいと思

います。 

 なお１点、私からもお諮りしておきたいんです

が、私たちの委員会も９月議会までであります。

ということは、閉会中の審査というのはこの３月

議会の後と、６月議会の後、実質それだけになり

ます。そこで、産業廃棄物管理型最終処分場の問

題。これは委員長、副委員長は議長とともに定例
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的に報告を受けているんですが、皆さんにはもう

棚入れをするだけで、そのときの報告の内容を委

員長から具体的にその内容の伝達等もできていま

せん。 

 そこで、県のほうというか、公社のほうからも

９月完成前に現地の視察も、新聞でもありました

ように市民にも公開して見てもらっているようで

すが、しかるべきとき現地案内もしたいと、視察

もということでしたので、それは相手もあること

ですからいつになることは別にして、ぜひ段取り

取り次ぎたいなと思っております。 

 それから、もう１点、さっき言ったように報告

は受けているんですが、私は口頭で公社のほうに

も、ぜひ委員会でも私たちも９月で最後ですから

閉会中にでも参考人としておいでいただいて、細

部的な説明も今後の新聞で問題になっている今言

っていいのかどうかわかりませんが、営業活動も

一生懸命もうされていると思います。つくったは

赤字になってはいけませんので、そういう将来の

見通しも含めて１回参考人招致も含めて審査をし

たいなと思っているんですが、いかがでしょうか。

これも、いつできるかというのは相手があること

ですから、６月、９月議会までにということ以上

言えませんけど、そういうことで議長等を通して

御相談したいと思いますが、よろしいでしょうか。 

［「異議なし」と呼ぶ者あり］ 

○委員長（江口是彦）では、よろしくお願いい

たします。よって、そのように決定しました。 

────────────── 

△閉  会 

○委員長（江口是彦）以上で、市民福祉委員会

を閉会いたします。２日間にわたり大変御苦労さ

までした。 
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発議第 号 

 

乳幼児医療費、重度心身障害者医療

費等の助成事業における現物給付方

式の実施を求める意見書の提出につ

いて 

 

地方自治法第９９条の規定により、鹿児島県に

対し、乳幼児医療費、重度心身障害者医療費等の

助成事業における現物給付方式の実施を求める意

見書を別紙のとおり提出する。 

 

平成２６年   月  日提出 

 

    提出者  薩摩川内市議会 

         市民福祉委員会 

         委員長  江 口 是 彦 

 

 

提 案 理 由 

鹿児島県が行っている乳幼児医療費、重度心身

障害者医療費等の助成事業は、償還払い方式とな

っているが、いつでも安心して必要な医療を受け

られるよう現物給付方式での実施が必要である。 

ついては、鹿児島県に対し、乳幼児医療費、重

度心身障害者医療費等の助成事業における現物給

付方式の実施を求める意見書を提出しようとする

ものである。 

これが本案提出の理由である。 

────────────── 

乳幼児医療費、重度心身障害者医療 

費等の助成事業における現物給付方

式の実施を求める意見書（案） 

現在、鹿児島県においては、乳幼児医療費や重

度心身障害者医療費等に対して助成が行われてい

ますが、これらの助成は、医療機関の窓口で一旦

医療費を支払い、数カ月後に助成される償還払い

方式となっており、保護者等の医療機関窓口での

負担は軽減されていないのが現状であります。 

子育て世帯や重度の障害者を取り巻く環境は、

依然として厳しいものがあり、鹿児島県市長会に

おいても鹿児島県に対し、乳幼児医療費について

現物給付方式等の導入を要望されています。 

よって、いつでも安心して必要な医療を受けら

れるようにするためにも、鹿児島県におかれては、

乳幼児医療費、重度心身障害者医療費等の助成事

業において現物給付方式を実施されるよう強く要

請します。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書

を提出します。 

 

平成２６年   月  日 

 

鹿児島県薩摩川内市議会 

 

（提出先） 

鹿児島県知事

───────────────────────────────────────── 

閉会中の継続調査について 

市民福祉委員会 

（調査事項） 

１ 戸籍及び住民記録等に係る諸証明について 

２ 健康増進について 

３ 地域医療について 

４ 環境保全について 

５ 廃棄物対策について 

６ 産業廃棄物管理型最終処分場について 

７ 社会福祉事業について 

８ 障害者支援について 

９ 高齢者支援について 

10 子育て支援について 

11 国民健康保険について 

12 介護保険について 
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   薩摩川内市議会委員会条例第３０条第１項の規定により、ここに署名する。 

 

 

                      薩摩川内市議会市民福祉委員会 

                      委 員 長  江 口 是 彦 
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